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はじめに 

 

 ２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災は、多くの貴い

命を奪い、多数の避難生活者を産み出しました。その中にあって、

視覚障害者は目が見えない、あるいは目が見えにくいことによっ

て、より一層避難のための行動や避難所などでの生活において多

くの困難を強いられました。そもそも視覚障害者は、日常生活を

営む上で、大きなハンディを持ち、「移動」と読み書きは視覚障

害者にとって二大不自由と言われています。視覚障害者の多くは、

命懸けと言っても過言ではない決意で外出しなければなりませ

ん。 

 とりわけ災害時に視覚障害者がどのように難を逃れたのか、目

が見えない中でどのようにして避難所にたどり着いたのかなど

を、東日本大震災の被害を受けた視覚障害者の方々から聞き取り

し、多くの体験に基づき、この視覚障害者のための防災・避難マ

ニュアルを作成しました。 

 視覚障害者のハンディや日常生活ないし社会生活における困

難を日頃から理解していただいていなければ、災害において避難

する場合や避難所での生活で的確な支援を受けることはできま

せん。視覚障害は「情報障害」にほかなりません。教育において

も、外出などにおける移動時も、家庭での生活においても、そし

て就労などの場面においても、常に必要とされる情報が得られな

いことが、視覚に障害があるということなのです。したがって、

視覚障害者に必要とされる情報を的確な方法で提供していただ

くことが必要なのです。 

 国民が「見えない」、「見えにくい」ことを正しく理解していた

だくことが何よりも重要です。そして、視覚障害者に日頃から声

を掛けていただきたいと思います。視覚に障害があることによっ

て、災害を逃れることができずに尊い命が失われることがないこ

とを切に願います。視覚障害に対する国民の理解や視覚障害者が

地域と結びつくことによって、災害時にも支援が受けられること

が、このマニュアル作成の目標です。 



 

１．災害時における避難のポイント 

 

（１）東日本大震災では 

 

 東日本大震災では、地震直後、着のみ着のままで、近所の人や

職場の同僚と避難した人。また、一人で避難した人は、避難途中

で、周囲の人に声かけをしながら、何とか避難所までたどり着く

ことができました。防災無線やラジオが壊れていて警報を聞くこ

とができずに、実際の災害の大きさがわからなくなったこともあ

ります。 

 避難所へ行ったことがなく、避難する場所がわからずに苦労し

た人の中には、近所の人との接点がなかったことから、津波の際

には、家から歩いて２～３分の裏山の高台に避難できることを知

らず、遠くの違う場所へ避難してしまいました。 

 津波被害にあった人は自宅が海から離れているため、まさか自

分に危険が及ぶとは考えずにいた人もいました。 

 原発の被害についても、地震が起きたからとりあえず避難した

人が多く、原発による被害が発生していることを知っている人は

多くはありませんでした。 

 自分で、以前から避難場所を知っていて、避難経路の確認など

を普段からしていた人は、一人で逃げられた人もいますが、普段

ガイドヘルパーや家族の送迎を基本としていて、一人で外出する

機会が少ない人は、民生委員や近所の人に助けられて避難を行い

ました。 

 日中、家族が留守の場合の避難方法や連絡方法の確認をして、

普段から自分が要援護者であるということを周囲に伝え、社会福

祉協議会や自治会、民生委員とつながりを持っていたことにより、

震災発生後、見回りに来てくれた方と、一緒に避難できた人もい

ました。 
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 要援護者登録をしていなかった人。または、自治体や障害者団

体等を利用していなかった人は、自治体や障害者団体から、その

地域には要援護者がいないと判断され、見回りに来てもらうこと

ができませんでした。幸い運良く近所の人と出会い、避難するこ

とができた人もいました。 

 一方、要援護者登録については、ある市では登録者全員に対し、

災害後すぐに連絡し、全員の無事を確認しましたが、その市の登

録者は、全体の要援護者の１％にすぎませんでした。要援護者登

録 を す る に は 本 人 の 同 意 が 必 要 で あ るこ と か ら 、 登 録 者 が 

１００％にならないという問題があります。要援護者登録がせっ

かくつくられても、それがどのように活用されるかは不明なとこ

ろもあります。 

 災害発生後、正しい情報をラジオから入手しながら一人でまた

は家族と避難ができた人はほとんどいません。多くの視覚障害者

は近隣の人や、避難の際に遭遇した人に助けられて、避難をしま

した。災害時いざという時は、周囲の人と互いに力を合わせて助

けあうことが必要となることを改めて認識しました。 
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（２）大きな揺れを感じたら 

 

 ポイント 

   
 

  ・身の安全を最優先し、慌てないこと 

  ・避難する際は、必ず近くの人に助けを求めること 

  ・「助けて！私は目が見えないんです。」と大声をだすこと 

  ・持病の薬、白杖、ラジオ、ライトは肌身離さず 

  ・津波の恐れがあるときは高いところへ 

  ・大地震では、大災害に注意を 

  ・原発事故では周囲の人と行動を共にしましょう 

   

 

①家の中では身の安全がまず第一               

 大きな揺れが収まるまで、近くのテーブルや机の下にもぐり、

座布団などで頭を守りましょう。 

 外出中の場合はカバンなどで頭を守り、近くの人の助けを借り

て、ブロック塀や倒れている電柱、電線など危険なところから離

れましょう。 

 高層ビルやマンションでは、揺れが数分続くことがあり、物が

落ちてきたり、倒れてきたり、大きく横へ動きます。安全な柱の

そばで身を守りましょう。 

 

②慌てないで避難しましょう                

 大きな地震のときは、すぐには動かないことです。大きな揺れ

が収まってから動きましょう。食器棚や飾り棚のガラスがあると

ころはなるべく避けて逃げましょう。 

 

③外へ出たら、近隣の人へ助けを求めましょう        

 大声を出して、近隣の人に助けを求めることが必要です。 
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 まずは、命を守ることです。例えば「助けて！私は目が見えな

いんです。」と、大きな声ではっきりと言いましょう。 

 

④避難するときに持って行きたい物              

 もし、手元にあれば、持病の薬と、白杖は必ず持ちましょう。

そしてラジオや、強力ライト（懐中電灯でも可）もあれば持って

行きましょう。 

 

⑤海岸に近いところではすぐに避難を！            

 大きな揺れや、長時間の揺れを感じたら、すぐに高台など安全

な場所に避難するようにしましょう。 

 

⑥海岸から遠くても、低いところは危険です！         

 津波は川を上ってくることがあります。できるだけ高いところ

に避難しましょう。津波がすぐそこまで来ていると感じたら、素

早く頑丈な高い建物の上の階に逃げましょう。 

 大きな揺れを感じなくても、警報が発令されたり、危険を感じ

たら、状況に応じて避難するようにしましょう。逃げるときは「助

けて！私は目が見えないんです。」と、大きな声で助けを求めま

しょう。 
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⑦地震が収まってもすぐに戻るのは危険！            

 警報や注意報が収まるまでは避難を続けましょう。 

 津波は、一度だけでなく何回もやってきます。最初の波よりも、

次に来る波の方がずっと大きいことがあります。地震の規模と体

で感じる揺れは同じではありません。小さい揺れでも大きな津波

が来ることがあります。 

 また、避難所へ向かう途中で、避難所が津波で倒壊してしまっ

たということがあります。正しい情報を入手しましょう。 

 

⑧大火災から逃げる！                     

 地震のときは、あちこちで同時に火災が発生し、大火災になる

ことがあります。家族や近所の方と一緒に安全と思われる方向に

逃げましょう。 

 

⑨原発事故が起こったら                    

 家族や周囲の人と一緒に行動しましょう。 

 正確な情報はすぐには伝わらないことが多いので、冷静に、す

ぐ逃げる準備をしましょう。避難が長期間になることもあるので、

必要なものをさっとまとめておきましょう。 

 原発事故は、地震のみでなく気象条件によっても、状況が異な

ってきます。まずは、行政や消防団からの連絡、テレビ、ラジオ

で、できるだけ正確な情報を得て、家族や近所の人とともに行動

しましょう。 

 放射能は、目に見えるものではありません。放射能汚染の可能

性がある場合は、外出を控え、やむを得ず外出するときは、長袖

の衣類やマスクでなるべく外の空気が肌に触れないようにしま

しょう。原発緊急避難の場合は、勝手な行動をとらずに、自治体

からの指示を聞いて安全に避難しましょう。 
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（３）水害・豪雨のとき 

 

 ポイント 

   

  ・長雨や大雨情報に注意を 

  ・単独での避難は危険です 

  ・「助けて！私は目が見えないんです。」と大声をだすこと 

  ・持病の薬、白杖、ラジオ、ライトは肌身離さず 

  ・持ち出し品は最小限に 

   

 

①水害の恐れがあるときは準備しましょう           

 水害の可能性のある地域では、台風や長雨、大雨情報に注意し

ましょう。 

 川やダムなどは増水すると短時間で、危険な状況になる恐れが

あります。普段からどこへ逃げるのか、誰と逃げるのか確認して

おきましょう。 

 

②避難のときは速やかに                   

 避難指示がでたらすぐに避難しましょう。 

 家族や近所の人とともに避難しましょう。一人で避難するのは

危険です。急に逃げないといけないときは、「助けて！私は目が

見えないんです」と、大きな声で助けを求めましょう。 
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③避難するときの荷物は少しにしましょう。          

 避難するときは、白杖と最低限の荷物だけ持って避難しましょ

う。避難するときに持って行きたい物として、もし、手元にあれ

ば、持病の薬と、白杖は必ず持ちましょう。そしてラジオや、強

力ライト（懐中電灯でも可）もあれば持って行きましょう。 
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２．災害に備えて 

 

（１）災害時の持ち出し品の準備 

 

 ポイント 緊急時の携帯品 

   

  ・持病の薬（命を守るために最も重要です） 

  ・白杖 

  ・強力ライト（なければ懐中電灯） 

  ・携帯ラジオ 

  ・携帯電話（充電器もあると便利） 

  ・障害者手帳 

  ・現金 

  ・医療品、生理用品 

  ・防災ずきん 

  ・防災ベスト 

  ・下着 

  ・ウェットティッシュ 

  ・水・食料 ５日分（アルファ米などの保存食） 

   

 

 いつ起こるかわからない災害で、身を守り安全に避難するため

には事前準備をし、備えることが必要です。 

 

①生活物資                         

 水や食料を５日間分用意しましょう。東日本大震災では、大型

店舗を始め、スーパーやコンビニエンスストアの流通系統が被害

を受け、食料の確保に厳しい状況が続きました。ガソリンが供給

しにくくなり、支援が届かず、災害発生後、５日間以上支援を受
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けられなかった避難所もありました。特に災害時の買物は、被害

の少ないところであっても、視覚障害者にとって格段に困難にな

ります。そのため、事前に食料や水を充分に確保しておく必要が

あります。食料の準備にあたっては缶詰などに点字を貼っておく

と便利です。本連合が実施したアンケート調査では、９割の視覚

障害当事者が事前に食料や水を用意していませんでした。そのた

め、アンケート回答者の中には、５日間食べられなかったことは

とても辛かったという回答もありました。一方用意していた１割

の人は、家族で有効利用できたと回答しています。 

 なお、事前に用意しておく食料は、アルファ米（水やお湯を加

えるだけでご飯ができる非常食）や、パンの缶詰など電気やガス

を使わなくても調理できるものを用意しておくと便利です。そし

て災害に備えてこれらの非常食を１人でつくる体験をし、非常時

には１人でできるように慣れておくことが重要です。 

 

②非常時持出し品                      

 携帯ラジオ、電池、携帯電話、白杖、医療品、強力ライト（懐

中電灯）、防災ずきん・ヘルメット、軍手、肌着、笛やブザーな

どの緊急通報用具、緊急連絡カード、障害者手帳、タオル、ティ

ッシュペーパーやウェットティッシュ、現金をリュックに入れ、

玄関に置くことが大切です。今回の現地調査では非常持ち出し品

を用意していたにもかかわらず、２階に置いていたため、非常時

に持ち出すことができなかった人がいました。大切なことは非常

持ち出し品を用意しておくことと、それを玄関に置き持ち出しや

すくすることです。 

 ・携帯ラジオ 

  災害時には、迅速で的確な情報収集が求められます。視覚障

害者が情報を収集するためにラジオが必需品です。東日本大震

災では、多くの人がラジオからの情報を頼りにしていました。

ラジオは災害に関する情報に限らず、娯楽や音楽番組を聞くこ
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とができます。これらの番組を聞き、リラックスして、ストレ

ス解消にも役に立ちます。 

  災害時に用意するラジオは、小型で持ち運びに適しているも

ので、電波が入りやすい高感度のものをお勧めします。安いラ

ジオでは聞けない地域や場所も少なくありません。また、予備

の電池を準備しておくことが必要です。 

  電池のいらない手回しラジオは、重いハンドルをまわすのが

大変です。 

 ・携帯電話 

  携帯電話の必要性については、言うまでもありません。東日

本大震災においては、安否確認や連絡のやり取り、視覚障害者

団体からの情報が携帯のメールに届いて役に立ちました。また、

自治体の情報提供で、登録をした人へ携帯メールを送信するサ

ービスを利用していた人もいます。災害時は携帯電話の利用頻

度も高くなりますので、充電器を準備しておくと便利です。 

 ・白杖 

  日頃から白杖は必ず携帯しましょう。東日本大震災では多く

の人が着の身着のまま白杖をもたずに避難しました。当初はす

ぐに自宅に戻れるような感覚でしたが、結果、長期にわたる避

難所生活をしなければなりませんでした。避難所では白杖がな

いことから、視覚障害があることが周囲に伝わらず、家族が不

在のときにトイレへ行くことや、支援物資の配給を受けること

が困難になりました。 

  また、目印のない広い体育館等の避難所内での移動は、単独

歩行は難しく、外は建物の倒壊により道路環境も変わってしま

うため、安全な移動が困難になります。避難所生活において、

周囲への理解を求めるためにも折りたたみ式の白杖を携帯す

る必要があります。 
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 ・医療品 

  持病の薬や軽い怪我などの手当ができる医療品をリュック

に入れておくことが必要です。東日本大震災では、糖尿病の薬

を持たずに避難したため、何日間も薬が飲めずに困ってしまっ

た方がありました。災害時には、たとえ避難所であっても、す

ぐに診療を受けられるとは限らないので、事前に準備しておき

ましょう。 

 ・強力ライト（懐中電灯） 

  弱視の人は強力ライトが必須です。なければ懐中電灯でもか

まいません。 

  災害時、暗い所を照らすことや自分の居場所を知らせる時に

役に立ちます。 

 ・防災ずきん、防災ベスト、ヘルメット、軍手、下着 

  災害時には、上から何が降ってくるのかわかりません。自分

の身を守るためにも防災ずきんやヘルメットが役に立ちます。

手の怪我を防ぐ軍手、また、東日本大震災では、お風呂に何日

も入ることができませんでした。避難生活がどのくらい続くか

わからないので、肌着も準備することが必要です。 

  また、防災ベストを着用することで、避難時や避難所におい

て視覚障害があることを周囲に知ってもらうことができます。 

 ・緊急連絡カード、障害者手帳の写し 

  緊急連絡カード（氏名、住所、家族の名前、生年月日、かか

りつけの医療機関名、常備薬の種類）などを記載し、また、視

覚障害の特性に配慮した援助を受けるために障害者手帳の写

しを準備しておくと便利です。 

 ・タオル、ティッシュペーパーやウェットティッシュ 

  タオルは体を拭いたりする他、座布団などの代わりにもなり

ます。また、東日本大震災では、視覚障害者が知らない避難所

で生活するため、普段よりも周囲を触って確認することが多く

なります。断水により手を洗うことも難しかったため、ウェッ
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トティッシュを持って行けばよかったという意見が多くあり

ました。 

 ・現金 

  行政や視覚障害者の支援団体からの義援金や見舞い金が支

給されるには時間がかかるので、災害時にも買い物や公衆電話

で安否確認ができるように現金を用意しておく必要がありま

す。 

 ・笛やブザーなどの緊急用具 

  災害時に自分の居場所を知らせるために笛やブザーなどの

緊急通報用具が役に立つことがあります。 
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（２）家の中の安全対策 

 

ポイント 

   

  ・転倒の恐れがある家具、家電には転倒防止を 

  ・ガラスには飛散防止フィルターを 

  ・建物内では出口までのルートを確認 

   

 

 阪神淡路大震災では家具の下敷きになって犠牲になられたり、

大けがをされた方が多数にのぼりました。東日本大震災でも、大

きな揺れを伴ったために、家具の転落やガラスが飛散したところ

も多くありました。大災害時、特に視覚障害者は、倒れてくる家

具や飛び散るガラスを避けることは困難です。身を守ることはも

ちろん避難経路を確保するためにも次のような安全対策が必要

です。 

 

①家具の倒れ防止                     

地震のときに物が落ちてきたり、倒れてきたりしても大丈夫な

安全な場所を確認しておきましょう。 

タンス、戸棚や食器棚など転倒の恐れのある家具、テレビなど

の家電製品、落下の恐れがある照明器具をつっぱり棒などで固定

し、転倒防止をしておくことが必要です。食器などが落ちてこな

いように家具の扉をストッパーで閉じておきましょう。 

 

②ガラスの飛び散り防止                   

重いものを下に、軽いものを上に収納して落下物による怪我を

防止する。ガラスには飛散防止のために飛散防止フィルターを貼

りましょう。 
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③その他の対策 

建物内では、出入り口までのルートを確保しましょう。 

また、家の中は音で知らせてくれる火災報知器を設置しておき

ましょう。 
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（３）安全な避難のために 

 

ポイント 

   

  ・災害時、近所の方から支援を受けられる関係づくりを 

  ・防災訓練は、目が見えない、見えにくいからこそ必要 

  ・支援を受けられる場所がどこにあるかを確認しておく 

  ・日頃から障害者団体を利用しましょう 

   

 

①日頃からの近所付き合い                 

 緊急時、側にいてほしい人はまず家族です。一人暮らしや家族

がいても不在のときや、家族も支援が必要なときには近所の方々

の助けが得られるかどうかで生死が分かれます。 

 災害時には、交通網の寸断、通信手段の混乱などで、消防、警

察、行政の職員、民生委員の救助がすぐに受けられない可能性が

高くなります。そんな時に頼りになるのが、近隣住民です。東日

本大震災でも近隣の住民と一緒に避難したことや支援物資をも

らった人が多くいました。このような支援が期待できる関係を日

頃から築いておくことが大切です。 

 なお、防災のための自主的地域の活動に積極的に参加し、災害

時に支援が必要なことを理解してもらうことが重要です。また、

自治会、自主防災組織、民生委員にも災害時に支援が必要である

ことと、必要な支援の内容を理解してもらいましょう。 

 

②避難所の確認と地域の防災に関する取り組みへの参加      

 避難所がどこにあるのかを知っておく必要があります。そして、

地元の防災訓練に参加して、避難場所や避難場所までの経路、避

難方法を確認しておきましょう。訓練に参加しなくても良いと言

われることがあるかもしれませんが、「目が見えない、見えにく
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いからこそ、必要なんです。」と、積極的に参加しましょう。 

 東日本大震災では、多くの人が事前に避難所がどこに設置され

るのかを知りませんでした。災害時に冷静な判断をし、安全に避

難するためには、避難所がどこにあるのかを知っておく必要があ

ります。実際にその際には狭い道は、建物の倒壊などで通れなく

なることがあるため、できるかぎり広い道を確認し、危険と思わ

れるようなブロック塀や避けた方が望ましいところを事前に確

認することをお勧めします。 

 その他、交番や駐在所、市役所、消防署、病院など、災害時に

支援を受けられそうな場所を調べて、メンタルマップ（頭の中で

描く地図）を作成しておくといざという時に役に立ちます。 

 なお、日頃から地域の視覚障害者団体や、社会福祉協議会等の

福祉団体を利用すること、福祉団体や自治体の要援護者名簿に登

録することをお勧めします。東日本大震災では、日頃、福祉団体

を利用していた人は、車で見回りをしていた福祉団体の職員に声

をかけられ、その車に乗ることができたため、津波を免れて避難

することができました。 

 災害発生に備えて、家族や身近な人と具体的な避難方法、避難

経路、連絡方法、役割分担などを話し合っておきましょう。 

 また、医療機関や福祉サービス事業者にも緊急時の対応につい

て相談しておくことをお勧めします。 
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（４）適切な支援を受けるために要援護者登録を 

 

 震災発生後は迅速な安否確認が求められます。そのためには行

政を初めとする支援者は、地域の視覚障害者の所在を把握するこ

とが必要です。 

 阪神淡路大震災以降、自治体においては「災害時要援護者支援

体制マニュアル」が作成され、要援護者に対する災害時の避難に

関し、名簿を作成し安否確認、避難誘導等に利用するとしていま

した。その中で災害時は、迅速に安否確認を行うために、個人情

報を第三者（障害者団体）に提供することとしています。 

 本連合の調査では、視覚障害当事者の多くが災害などの緊急時

には個人情報を開示してもかまわないという結果がでています

が、東日本大震災では、行政側が個人情報の保護に過剰な反応を

示し、情報を開示しないことがありました。 

 自治体によっては要援護者名簿を作成していない自治体や、高

齢者、妊婦、障害者全体の名簿を作成しているところがあり、視

覚障害者のみの名簿を視覚障害者の支援団体に提供できません

でした。 

 要援護者の名簿を作成するにあたっては、行政では、３つの方

式があります。東日本大震災では、地域で視覚障害者がいること

を把握していなかった自治体や、自分に視覚障害があることを知

られたくなかった視覚障害者がいましたが、災害発生時は、何よ

りも命を守ることが大切です。そのためにも、自治体、民生委員、

近隣の住民や支援者に対し、自分が視覚障害者であることを伝え

る必要があります。そうすることで、災害発生時にはすぐに駆け

つけられる準備ができます。 

 また、避難後に迅速な安否確認ができ、必要な支援を受けられ

るためには、視覚障害者団体の会員になることや、点字図書館な

どを利用していることが第一です。ところが、団体の会員や、点

字図書館利用者は、多いところでも身体障害者手帳所持者の２割
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以下です。自治体は災害時には、視覚障害者のリストを信頼がで

きる視覚障害者団体に提供し、安否確認と支援を実施する仕組み

作りが必要なことが今回の大震災で再認識されました。行政、支

援団体が協力していくことが今後の課題とも言えます。 

 

（※参考）要援護者登録の３つの方式 

（※自治体によって異なります。） 

○同意方式 

 関係者等が要援護者本人に直接働きかけ、本人の同意を得て、

必要な情報を把握する方式です。要援護者一人ひとりと直接接す

ることから、必要な支援内容等をきめ細かく把握できる反面、同

意が得られない場合には、情報収集ができないということが課題

となります。 

 

○手上げ方式 

 要援護者の避難支援「個別」プランの登録制度について周知し

た上で、自ら登録を希望する要援護者について、避難支援「個別」

プランを作成する方式です。要援護者本人の自発的な意志を尊重

しており、必要な支援内容等もきめ細かく把握できる反面、登録

を希望しない者の把握が困難であり、要援護者となり得る者の全

体像が把握できない恐れがあります。 

 

○共有情報方式 

 市町村において、平常時から福祉関係部局等が保有する要援護

者情報等を、防災関係部局等も共有する方式です。原則禁止であ

る本人以外からの個人情報の収集及び個人情報の目的外利用・提

供となりますので、個人情報保護条例の例外規定として整理する

ことが必要となります。この場合、共有した情報を分析の上、一

定の条件の設定により要援護者を特定及び把握し、福祉関係部局

や防災関係部局との連携の下、避難支援「個別」プランを作成し

ます。 
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 なお、条件に該当する要援護者について、福祉関係部局が、緊

急連絡先や、要支援内容等を把握している場合は、共有情報方式

により防災関係部局との共有が可能となりますが、同情報を共有

できる者が限定されます。また、特定された要援護者が必要とす

る支援内容等をきめ細かく把握するためには、同意方式と同様に、

直接本人からの確認作業が必要となります。 
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３．避難所における支援のあり方 

 

（１）避難先を知るには 
 

ポイント 

   

  ・避難経路と避難所を事前確認しておくこと 

  ・避難経路はいくつか覚えておくこと 

  ・福祉避難所を確認しておくこと 

   

 

 災害時の安全確保と支援を受けるためには、普段から避難所を

把握しておく必要があります。東日本大震災では、地域に指定さ

れている避難所を知らなかった方が多く、迅速に避難することが

できませんでした。災害発生に備えて家族や身近な人と避難経路

と避難所を確認しておくことが必要です。その際には、避難所が

どういう施設なのか、個別の支援員、（保健師、介助者）がいる

か、また避難ルートを覚えるために、事前にいくつかの経路も歩

いてみることが必要になります。 

 また、視覚障害者は多くの人が避難している避難所では生活す

るのが困難なこともあります。各自治体では、避難所での生活が

困難な障害者のために福祉施設等の避難所を設置するところも

あります。事前に、地域の福祉課へ災害時の福祉避難所について

も確認をしておくことをお勧めします。視覚障害者のための福祉

施設が福祉避難所として設置されていることもあります。東日本

大震災では、視覚障害者がこの福祉避難所を知っている人が少な

く、避難所生活は長期化する場合もあるので、視覚障害の特性に

配慮した支援が受けられる避難所を知っておくことも必要です。

日頃から様々な媒体により、福祉避難所についてお知らせするこ

とができる体制つくりが今後の課題だとも言えます。 
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（２）避難所で生活をする上での問題点 

 

ポイント 

   

  ・体育館等の避難所では通路が確保されていないこと 

  ・トイレへの移動や利用が非常に困難なこと 

  ・情報提供は張り紙が中心になること 

  ・食事の配給を受け取りに行かなければならないこと 

   

 

 避難所では、地域から多くの人が避難してきます。多くの避難

者がいること、また通路が確保されていないこと、また、体育館

などの大きな空間にいると、自分の位置を把握することが困難で

視覚障害者にとっては非常に過ごしにくいこともあります。自分

の位置がわからないことで、トイレの場所がわからなくて他の人

に介助を頼めずに我慢してしまうことも多くありました。トイレ

の使用方法についても便器の位置や流し方がわからない、また、

流すことができず、備え付けの袋に紙をいれる避難所もあり、視

覚障害者にとっては利用しにくいトイレが多くあります。 

 また、避難所の情報は張り紙による情報提供が中心になります。

情報を確認しにくいことから、食事の配給等の情報が分からず、

入手できなかったことや、入手しても食事を途中で落としてし 

まったことも多くあります。 

 避難所では行政や社会福祉協議会の職員や責任者に自分が視

覚障害者であることを伝えて、充分な支援を受けられるようにし

ましょう。 

 

①避難所で求める支援                    

 ・移動時の介助等が受けられるように 

  トイレは大変で、特に個室の内部の把握と処理方法を充分に
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伝えてもらう必要があります。夜間や混雑時のトイレへの移

動、食事や支援物資の配付される列に並ぶことが困難なので

個別配付などの援助を受けられるようにする必要がありま

す。 

 ・区分けされたスペースの提供 

  トイレに行きやすい場所などを優先的に確保してもらうこ

と、小さな部屋を割り当ててもらうことや間仕切りの利用や移

動しやすい場所を確保してもらうことが必要です。 

 ・視覚障害の特性に配慮した情報の提供 

  避難所での情報提供は、張り紙を壁に貼るのみのところが多

く、貼った時だけ担当者がアナウンスするため視覚障害者には

わかりにくいものでした。個別に情報提供してもらうなど視覚

障害に配慮した支援が必要です。 

 

 東日本大震災では避難所での生活が困難なため、全壊や半壊し

ている自宅に戻ってしまった人もいます。避難所に指定されてい

ないと食料や支援物資が届かないので、自治体に相談が必要にな

ります。避難所での生活が困難な人を対象にして福祉避難所が用

意されており、社会福祉施設が指定されています。多くは、社会

福祉施設で介助者やバリアフリー化はある程度進んでいますが、

介護が中心で視覚障害者の理解のないところが多いです。防災訓

練等に参加した時や他の機会を見て、事前に避難所の使い勝手を

確認しておいた方がいいと思います。 

 地域で福祉避難所が指定されていない場合は、視覚障害の特性

を理解しているスタッフがいる施設が福祉避難所に指定される

ように自治体に働きかけましょう。 
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（３）災害の情報を得る方法 

 

ポイント 

   

  ○災害情報の入手は・・・ 

    ・地域の防災放送から 

    ・テレビやラジオから 

    ・近所の人から 

    ・自治体や視覚障害者団体から 

    ・携帯電話やパソコンから 

   

 

 災害が発生した時は、どのような災害なのか、避難をすべきか

どうか、どのくらいの被害があるのか、地域はどのような状況に

あるのかなど、できる限りの情報を収集しなければなりません。

それらを瞬時に把握し、避難をするのか、屋外で待機するのか、

屋内で待機するのかなど状況に応じた的確な判断が求められま

す。 

 防災放送による、災害に関する情報提供は、風向きにより聞こ

えにくく、災害で防災放送のスピーカー自体が壊れてしまうこと

もあり、被害の状況がわからずに避難が遅れてしまうことがあり

ます。テレビからの情報では、緊急を知らせるチャイム、字幕が

表示されるのみで、視覚障害者には分かりにくいため、災害時、

視覚障害者はラジオからの情報が頼りになります。 

 東日本大震災では、海岸近くに住んでいた方が地震の後、津波

を想定して玄関を飛び出したところ、日頃からお付き合いのある

向かいの家の方に声をかけてもらい、一緒に避難所に避難をしま

した。 

 また、視覚障害者支援対策本部が、被災した視覚障害者に支援

活動をしている中で、自治体の障害福祉課や視覚障害者団体を活
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用していない人の中には、視覚障害者のための音声時計や音声体

温計等の日常生活用具を知らない人が多くいます。情報を得る上

で、隣近所の人、地元自治体の障害福祉課、地域の視覚障害者団

体とのつきあいが大きな役割を持ちました。 

 なお、日頃から携帯電話や可能ならパソコンにも慣れておくこ

とも大切です。災害時には、多くの情報が行き交います。その中

から視覚障害者に適した必要な情報を自分で処理して、情報収集

ができるようにしておくことが大切です。 
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（４）安否確認の方法 

 

ポイント 

   

  ・視覚障害者団体が支援と安否確認をしてくれる 

  ・現状では視覚障害者全員への安否確認は難しいこと 

  ・個人情報保護法と、縦割り行政 

   

 

 東日本大震災では、被害が甚大であったため、行政や社会福祉

協議会、民生委員による見まわりどころではなく、被災地では視

覚障害者の安否確認が難しい状況がありました。唯一安否確認と

支援を行ったのが、視覚障害者団体でした。ところが、使用した

名簿は組織に加入者の会員名簿であるため、安否確認は迅速にで

きたものの、その数は一部にすぎませんでした。 

 宮城県内のある被災した市では災害後すぐに、視覚障害者団体

に所属している約２０名の安否確認を実施しました。連絡を受け

た会員は、自分自身が誰かに心配されていること、大丈夫だった

かどうか声をかけてもらったことにより、災害時に安心すること

ができました。 

 その市は４００名の視覚障害者がいます。その他約３８０名の

安否確認をするため、市に掛け合って名簿の入手を試みましたが、

個人情報保護法と、障害者手帳が県の管轄であるとして、市に在

住の視覚障害者の名簿を入手することはできませんでした。視覚

障害者団体では安否確認をしたくとも現状では難しい問題が多

くあります。 

 また、安否確認に必要な氏名・住所・連絡先や障害種別につい

てはプライバシーと大きく関わってきます。自分が視覚障害者で

あることを地域の人や、自治体、視覚障害者団体が、把握してい

なければ災害時には、安否確認を行ってもらえません。自分の知
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らない所で、行政が視覚障害者団体や、地域の人に名簿を提供す

ることに不安を感じてしまうかも知れませんが、何よりも大切な

命を優先し、自ら視覚障害者であることを伝える必要があります。 

 なお、行政も障害のある人のプライバシーを確保しつつも、迅

速に安否確認とニーズの把握を行う必要があることから、名簿の

開示方法を検討するとともに、日頃から障害者団体や社会福祉協

議会との連携をとっておくことが今後の課題であると言えます。 
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４．仮設住宅・借り上げ住宅 

 

（１）仮設住宅・借り上げ住宅 

 

ポイント 

   

  ・仮設住宅の募集はいつ行われているのかわからない 

  ・障害者の優先入居 

  ・周辺道路は歩きやすいところを希望すること 

  ・角地やわかりやすいところを希望すること 

  ・公共交通機関が利用しやすいところを希望すること 

   

 

 東日本大震災では、家が全壊、半壊し、住むことができなくな

り、すぐには家を建て直すことができない人が多くいました。そ

の人達のために仮設住宅や借り上げ住宅が設けられています。借

り上げ住宅は被災世帯が入居する民間賃貸住宅を、県が借り上げ、

一定額の家賃や共益費などを２年間負担する制度で、国費と県費

でまかなう制度です。 

 仮設住宅では障害者を優先的に入居させてくれる自治体も多

くあります。仮設住宅の入居の案内は、避難所の掲示板やホーム

ページ、広報紙などで知らせることが多く、情報を入手するのは

難しいです。自宅での生活が困難な場合は避難所の責任者や自治

体の職員に仮設住宅へ入居したい旨を伝えることが大切です。視

覚障害者にとって利用しやすい仮設住宅・借り上げ住宅を希望し、

周辺道路は歩きやすく、わかりやすい場所等、具体的に伝えま 

しょう。 

 また、仮設住宅や借り上げ住宅では、今まで住んでいた場所か

ら、遠くに割り当てられることもあります。環境が全く変わって
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しまいますので、その新しい地域でも移動ができるよう、改めて

メンタルマップ（頭の中で描く地図）を作成するなどの自立した

生活を送ることが求められます。 
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（２）仮設住宅・借り上げ住宅における課題 

 

 仮設住宅・借り上げ住宅については次の課題が上げられます。 

 ・入居者募集の広報 

  仮設住宅や借り上げ住宅の入居募集案内は、ほとんどが避難

所の掲示板に貼ってあることや、行政のホームページに掲載す

るのみであり、視覚障害者が入居の情報を取得するのが難しい。 

 ・障害のある人のためのバリアフリー化 

  仮設住宅において言われているバリアフリー化は、一般的な

玄関、トイレ、浴室などの段差にスロープや手すりを付けるこ

とですが、視覚障害の特性に配慮されたバリアフリーは少し異

なります。そのため、自分自身が利用しやすい位置や場所。歩

きやすいところなどは具体的に入居前に要求しなければなり

ません。 

  また、借り上げ住宅は一般のアパートやマンション、公団が

指定されていることが多いので、視覚障害者に適したバリアフ

リーになっているとは言えません。 

  なお、仮設住宅であれば、周りの人達も災害で避難している

方ですので、情報交換や、周辺とのコミュニケーションを取り

やすいことが利点としてあげられます。借り上げ住宅では、近

隣は一般の人ですので、情報交換や、コミュニケーションは難

しくなりますが、周囲から干渉されずにプライバシーの確保と

いう利点があげられます。 

 ・福祉サービスについて 

  仮設住宅や借り上げ住宅では、障害者のための支援員が常時

配置されているわけではありません。近隣の住民に視覚障害者

であることを伝え、援助や支援を受けることが大切です。 

 ・鍼灸マッサージ業に関して 

  多くの視覚障害者は鍼灸マッサージ業を営んでいます。災害

時、仮設住宅で、鍼灸マッサージ業を行うことが認められてい
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ます。東日本大震災では、実際に仮設住宅において、鍼灸マッ

サージ業を行った人がいますが、その申請基準は一般的な治療

院と同じ基準を満たさなければなりません。仮設住宅はあくま

で、一時的な居住を目的につくられたものであることから、普

段の居住空間に、待合室と治療室を仕切らなければならず、狭

い仮設住宅の中では非常に困難です。 

 ・騒音等について 

  仮設住宅は一時的な居住の安定を図ることが目的で立てら

れていますので、壁や屋根は薄く、車の音や近隣の声が聞こえ、

ドアの閉まる音や、人が歩く音、振動が伝わって、聞こえてし

まいます。音に敏感な視覚障害者にとっては、厳しい環境であ

ると言えます。 

  また、壁や屋根が薄いため、冷暖対策をとる必要があります。 

 ・入居期間について 

  仮設住宅等の入居期間は原則２年間とされています。阪神淡

路大震災においては、仮設住宅の入居期間が延長されました。 

  また、東日本大震災では、原発事故により入居されている方

への対応や、復興の遅れている地域の方に対し、延長されると

思われます。借り上げ住宅は一度入居すると、他の応急仮設住

宅（公営住宅や借上げ住宅等）への転居は、世帯分離した場合

も含めて原則認められていないなど、厳しい条件がありますの

で、仮設住宅と借り上げ住宅のどちらにするか、家族で充分に

検討してから申し込む必要があります。 

 ・適正な利用について 

  仮設住宅を実際には利用せずに倉庫代わりに利用している

ケースがありました。無人なことを良いことに関係のない人が

住み、治安の悪化を招いてしまいます。本来は、自宅に住むこ

とが困難な人達のための仮設住宅ですので、居住以外の利用は

厳しく取り締まることが必要です。 
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（３）仮設住宅・借り上げ住宅への入居 

 

 仮設住宅や借り上げ住宅の入居については、避難所の責任者や

地域の人から情報提供を受けられる体制をつくっておくことが

重要です。また、入居申込の際は、自分に視覚障害があることを

伝え、入居の際には、利便性の高い場所へ入居できるよう依頼し

ましょう。 

 ・バス停や駅の近く等、公共交通機関を利用しやすい場所であ

ること。 

 ・同じかたちの仮設住宅の中で、どこが自宅かわかりやすい場

所であること。 

 ・白杖でも歩きにくい砂利道部分の歩行がなるべく少ない場所

であること。 

 ・訪問者の確認が困難なため、インターホンが必ず設置されて

いること。 

 以上が最低限ある場所に入居できるように依頼しましょう。 

一般的にバリアフリー化された仮設住宅は、手すりやスロープ

が設置されているのみで、車椅子対応と考えていた方が良いと思

います。バリアフリーという言葉ではなく、移動しやすい等、利

便性の高い場所を選びましょう。 

 鍼灸マッサージ業を仮設住宅で営む際には、他の避難している

方々の健康の増進のためにもいいことを伝えて、仮設住宅内の集

会所を使わせてもらうことなども責任者の方に相談してみると

いいと思います。 
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５．災害後の生活 

 

（１）自治体の説明会 

 

 災害に関して自治体では、地域の住民に対し、説明会を実施し

ています。開催場所や開催日時などその広報の方法は、主に広報

誌とホームページへの掲載によるものでした。視覚障害者の多く

は広報誌を自分で見ることはできませんし、ホームページの確認

も容易ではないため、説明会の開催情報を知っていた視覚障害者

はほとんどいません。 

 また、説明会というもの自体が実施されていることを知らない

人もいます。実際に説明会の開催日時を知ってもその場所まで一

人で行くことが難しいため、説明会の情報とともに開催場所まで

のガイド、資料の拡大文字や点訳といった援助も必要になります。 

 東日本大震災では、災害に関する説明会に何度も参加されてい

た人がいました。その人は、家が市役所からすぐ近くにあること、

家族に晴眼者がいることと、またその自治体が携帯メールによる

情報配信をしていたため、説明会に参加できました。なぜなら、

情報と移動の条件が満たされていたためです。その他の人はほと

んど参加ができずにいて、事前にお知らせいただき、自宅の近く

で説明会を開催するか、説明会までの移動手段を確保してほしい

という意見を持っています。 

 説明会は今後の市の状況や、今後受けられる支援の申請方法な

ど、大切なものですので、障害者の有無に関係なく地域の住民が

誰でも参加できるように開催方法、情報提供の方法を考えていた

だき、参加の希望を自治体に強く訴えていくことも必要になりま

す。 
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（２）支援情報の入手 

 

 支援情報の入手については、行政のどこに情報を聞いたら良い

のか迷うことがありました。そのため、自治体は、テレホンサー

ビスを設置し、情報提供をすることを求められています。 

 支援情報については、避難所から離れると、個人にまで広くい

きわりにくく、どうしたら良いか困ることが多くあります。また、

墨字で届いた文書を読むことができずに情報を得られない場合

もあります。そんな中、市役所のメール配信サービスに登録した

り、視覚障害者団体とやり取りをしたり、近所の人とうまくコ 

ミュニケーションをとることで支援情報がうまく得ている人が

います。また、福島県などでは在宅者への読み書き支援の取り組

みも始まりました。自治体や、視覚障害者団体、福祉団体などに

相談し、情報を得て、自分自身に一番合った利用しやすい支援を

利用しましょう。 

 支援情報の入手については、行政から障害特性に配慮された提

供方法（点字や録音物）により情報を取得するとともに、自ら積

極的に、コミュニケーションを図り、行政以外からも情報を得る

ことをお勧めします。 

 

（３）視覚障害者への援助 

 

 東日本大震災において、行政はどこに視覚障害者が住んでいる

か、どの人が視覚障害者かの把握が明確にできているとは言えま

せんでした。支援体制においても、視覚障害に配慮した支援体制

が確立されてはいませんでした。 

 現状では、ただ待っているだけでは、思うような援助は届きま

せん。行政に対し、視覚障害者の名簿と支援体制の整理を要求す

るとともに、日頃から近隣に対し、自分に視覚障害があるという

ことを明らかにし、周囲の協力を得ることをお勧めします。見え
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ない、見えにくいことから、情報収集は大変ですが、可能な人は

できるだけ努力もしていくことが大切です。 

 また、家族に晴眼者のいる場合であっても、２４時間家族と一

緒にいることはありません。今回の視覚障害当事者の調査分析結

果では、晴眼者の家族がいる方と、いない方をクロス集計した結

果、両者ともに求める支援がほとんど同じでした。晴眼者の家族

がいてもいなくても周囲とのコミュニケーションを図り、援助し

てもらえる工夫をすることが必要です。 

 

（４）災害後の収入 

 

 災害後の収入については、元々多くの視覚障害者が高齢である

ことから、公的な補助以外に収入を得ている人はあまりいません。

災害前に仕事に就いていた人のほとんどが災害後に職を失い、そ

のまま離職、休職しています。そのため、公的な補助以外に収入

を得ている人の場合であっても、以前の収入から格段に減少して

いる人がいます。 

 東日本大震災後、やっとの思いで元の場所に鍼灸マッサージ治

療院の経営を再開した人がいますが、元々顧客の多くが近隣住民

であったため、被災地に住民が戻ってこないことから災害前に比

べて、仕事の収入が６０％以下になってしまいました。 

 視覚障害者の災害後の収入については、仕事に就いている人は、

公的な補助と少しのあはき業の収入で生計を立てています。大半

の視覚障害者は、高齢で仕事には就いていなく、年金と家族の支

えにより生活しています。災害後の収入については、見通しが立

たず、多くの人が今後の生計の心配をしています。 
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（５）災害後の就労・就職活動 

 

視覚障害者の多くは高齢で、現在仕事をしていない人も多くい

ますが、震災により災害前に仕事に就いていた人のほとんどが仕

事を失いました。 

震災前はサウナ店のマッサージ師として働いていましたが、震

災により就労先が被害を受け、働くことができなくなり、現在Ｎ

ＰＯ団体が運営している野菜販売所で手伝いをしたり、ボラン 

ティアでマッサージをしたりしている人もいます。その方は、職

安に話をしにいってもなかなか仕事に就くことができず、町の職

員に現在アプローチをしているそうです。震災前に働いていたと

ころで働ければそこで働きたいという希望もありますが、現実は

なかなかうまくいきません。 

このような、震災により職を失った視覚障害者のために、行政

にも早急な対策を求めていますが、糸口はなかなかみえてきませ

ん。 

また、視覚障害といっても一様ではなく、全盲、弱視、色盲、

視野狭窄、中心暗転など様々で、その程度も異なります。そのた

め、障害の内容や程度によってもできる仕事が異なり、職場の理

解も必要になります。 

労働意欲はあるものの、災害で働き先が被害にあい働くことが

できなくなってしまった人にとって、またもとの地域で同じよう

な仕事に就くことは厳しく、離職期間が長くなればなるほど再就

職の道は遠くなります。 

視覚障害者の多くが鍼灸マッサージの職に就いていることか

ら、自宅で開業を再開している人や鍼灸マッサージを含む勤務に

ついている人もいますが、未だ求職中の人も多くいます。一般の

人でも仕事を見つけるのが難しい中、再就職を求める視覚障害者

一人一人のことを考えて、なおさら行政はしっかりと主導して障

害者の働く先を探してほしいと思います。  
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（６）復職までの道のり 
 

 災害で、職を失った人の多くは、鍼灸マッサージ業で生計を立

てていました。これらの人の多くが、災害により自ら経営してい

た治療院が壊されて営業ができなくなったり、勤めていた治療院

が営業できなくなり解雇されています。 

 復職するためには、再度自ら治療院を経営する場合においても、

災害ですでに固定客が離散してしまっていることから、厳しいも

のがあります。また、資金面において補助金が得られずに苦労し

ています。仮設住宅では、広さや保健所との問題、施設はあるも

のの設備が整っていないなど、なかなか開業できないのが現実で

す。勤めていた治療院を解雇されたマッサージ師は、ボランティ

アなどでマッサージを行い働く場を探そうとしていますが、定期

的な収入源にはならず、苦労しています。少しでも災害前の状況

に戻そうと、努力を続けており、自治体による就労支援が期待さ

れています。 

 なお、復職までの道のりは大変です。落ち込んでしまうことも

ありますが、そういうときは集会所へ行くなどしてリラックスし

ましょう。 

 

（７）就労支援 
 

 自治体からの就労支援について、自治体で募集される臨時の就

職については、視覚障害者に配慮したものはほとんどありません。

就労支援はあるものの、視覚障害者に対応したものではないため

に被災して職を失った視覚障害者は、就労に関する援助をなかな

か受けられずにいます。 

 治療院開業者に対する再建のバックアップや市役所の中での

マッサージや会社のマッサージ、パソコン関係の仕事を増やし、

視覚障害者の職業の就労斡旋など視覚障害者の働く場を作って

欲しいという希望があります。 
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 支援団体や関係機関等でも、ボランティアとして、視覚障害者

の雇用に力を入れてくれているところもありますが、長期的な確

かな雇用にはつながるものではありません。そのために視覚障害

者自身も、自分たちにどのような仕事ができるのか。また、どの

ような援助をしてほしいのかをもっと明確に強く行政へ働きか

ける必要があります。 
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６．視覚障害者同士のつながり 

 

（１）災害に関する視覚障害者のコミュニティ 

 

 被災地にある視覚障害者団体会員の方からは、災害に関する視

覚障害者のコミュニティを立ち上げてほしいという意見が多く

ありました。会員以外の方からは、自分に視覚障害があることを

知られたくない方もあり、反対の意見もありましたが、災害時に

視覚障害者が集まれるような場、孤独になりがちな避難所や、仮

設住宅等において、話しやすい環境を作ることが大切です。実際

の避難の体験談や、現在被災して苦労していること、また支援情

報などを交流し、仲間と同じ話をすることで安心することができ

ます。 

 また、同じ障害のある人の意見や考えを知ることができ、今後

の行政への援助をどのように求めていくべきかについても話し

合うことができます。一人で何でも行おうとするのではなく、視

覚障害者同士で力を集めてこのようなコミュニティを作り、災害

で受けた心のケアをすることができます。  
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（２）視覚障害者団体とのつながり 

 

 現在、視覚障害者のすべてが視覚障害者団体に加入しているわ

けではなく、加入している人はほんの一部に過ぎません。災害時

にかかわらず、日頃から視覚障害者団体や施設を利用すると、

様々なサービスや相談支援、視覚障害者施設を利用することがで

きます。その中で友人関係を持つこと、スポーツ、文化活動をす

ることができます。この災害時も安否確認については、視覚障害

者団体が持っている情報のみで、広く行うことはできませんでし

たが、「無事ですか？」と、いう電話をもらった多くの会員が嬉

しかったと言っています。視覚障害者と行政、団体や施設がより

つながることで、普段の生活支援から、災害時の支援をより良い

ものにできると思います。 

 災害時には、行政と視覚障害者団体が視覚障害者のために活躍

できるようなシステムをつくり、団体の重要性を理解してもらい、

より多くの方に利用していただくことが必要です。視覚障害者、

行政、団体や施設が連携し、地域の視覚障害者のことについては、

視覚障害者団体が把握をし、常に団体において支援活動や連絡、

援助活動が行える体制づくりについて、地域で真剣に検討してい

くことが求められています。 
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７．アンケート結果 

 

（１）当事者へのアンケート結果 
 

①調査の目的                       

 東日本大震災で、特に被害が大きかった岩手県・宮城県・仙台

市・福島県に在住する視覚障害者の災害発生時とその避難生活で

どのような状況に置かれたのか、また困ったことは何かを分析す

ることを目的とした調査。 

 

②調査の実施方法                     

 日本盲人会連合加盟団体（岩手県・宮城県・仙台市・福島県）

の会員に対して、墨字と点字調査票によるアンケート調査を実施。 

○調査期間：平成２３年１２月２７日（火）から 

平成２４年１月２５日（水） 

○調査依頼数：８０件 

 

③調査項目                         

問１．あなたの性別をお教え下さい。 

  １．男  ２．女 
 

問２．ご家族に晴眼者の方はいますか。 

  １．います  ２．いません 
 

問３．救援活動を円滑に行う為に、災害時にあなたが視覚障害（要

援護者）であるという個人情報を開示してもかまいませんか。 

  １．開示してもよい  ２．開示されては困る 
 

問４．今回の災害でどのような被害を受けましたか。 

  １．全壊 ２．半壊 ３．流失 ４．床上・床下浸水 

  ５．原発等による退去  

６．その他（                   ） 
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問５．今回の震災の発生及び状況をどのようにして知りましたか。 

  １．近所の人から知らされた 

  ２．ＴＶ・ラジオの放送で知った 

  ３．自治体からの広報で知った 

  ４．その他（              ） 
 

問６．現在は、どこにお住まいですか。 

  １．自宅 ２．仮設住宅 ３．知人・親戚宅 

  ４．その他（                  ） 
 

問７．避難所生活で、困ったことについて、お答え下さい。 

１）トイレについて困ったことは次のうちどれですか。 

  １．トイレの場所  ２．トイレの使用方法 

  ３．トイレへの移動 ４．その他（       ） 

２）食事について困ったことは次のうちどれですか。 

  １．配給等の情報 ２．入手できなかった 

  ３．飲食場所 

  ４．その他（                   ） 

３）移動について困ったことは次のうちどれですか。 

  １．外出ができなかった   

  ２．避難所内で身動きがとれなかった  

  ３．移動するときに手引きの支援が受けられなかった     

  ４．その他（                   ） 
 

問８．避難所での支援のあり方についての希望を教えてください。 

  １．個別支援員の配置  ２．個別の情報伝達 

  ３．その他（                   ） 
 

問９．第２次避難所（ないしは福祉避難所）についてお聞きしま

す。 

１）第２次避難所（ないしは福祉避難所）に移動しましたか。 

  １．はい  ２．いいえ 
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２）塩原や国リハなどの視覚障害関連施設が避難所に指定され

たことを知っていましたか。 

  １．知っていた  ２．知らなかった 

３） ２）の回答で、知っていた方にお聞きします。そこへは

避難しましたか。避難しなかった方は理由をお聞かせくだ

さい。 

  １．避難した  ２．避難しなかった 

  避難しなかった理由（               ） 
 

問１０．現時点で、外出において、必要な援助についてお答えく

ださい。 

  １．平成２３年１０月１日から実施された同行援護事業によ

る支援で足りている 

  ２．利用時間が足りないので増加してほしい 

  ３．鍼灸マッサージの出張治療の際の介助 

  ４．その他（                 ） 
 

問１１．現時点で、仕事に復帰できていますか。できていない場

合は、理由もお聞かせください。 

  １．自宅での開業を再開している 

  ２．鍼灸マッサージを含む勤務に就いている 

  ３．その他（                   ） 

  ４．未だ求職中である 

（理由                    ） 
 

問１２．今回の震災で国、自治体、団体等からの支援で役立った

ものは何ですか。 

  １．義援金 

  ２．食料 

  ３．補装具または日常生活用具（具体的に      ） 

  ４．その他の支援物資（              ） 
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問１３．今回の震災で視覚障害者のために国や自治体にしてもら

いたいことは何ですか 
 

問１４．その他被災生活に関連して要望事項があればご自由にお

書きください。 

 

④調査結果：有効回答数７８件               

（岩手県１３件 福島県１６件 宮城県２９件 仙台市２０件） 
 

問１．性別 

１．男 ４８名（６２％） ２．女 ３０名（３８％） 
 

問２．家族に晴眼者の方はいるか。 

 １．いる ５７名（７３％） ２．いない ２０名（２６％） 

※無回答１名 
 

問３．救援活動を円滑に行う為に災害時に個人情報を開示しても

よいか。 

１．開示してもよい ７６名（９７％） 

２．開示されては困る １名（ １％） 

※無回答１名 
 

問４．今回の災害でどのような被害を受けたか。 

（複数回答可） 

１．全壊 ３４名（４４％）

２．半壊 ２４名（３１％）

３．流出    ２名（ ３％） 

４．床上・床下浸水 １５名（１９％）

５．原発等による退去 ９名（１２％）

６．その他 １２名（１５％）

その他の回答 

・大規模半壊。 ・被害は特に無かった。 ・職場が半壊。 
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問５．今回の震災発生及び状況をどのようにして知ったか。 

                    （複数回答可） 

１．近所の人から知らされた １６名（２１％）

２．ＴＶ・ラジオの放送で知った ４８名（６２％）

３．自治体からの広報で知った ９名（１２％）

４．その他 １９名（２４％）

その他の回答 

・携帯電話で知った。 ・家族から教えてもらった。 

・地震が発生したことで揺れにより気付いた。 
  

問６．現在何処に住んでいるか。 

                    （複数回答可） 

１．自宅 ３６名（４６％）

２．仮設住宅 ２０名（２６％）

３．親戚・知人宅    ２名（ ３％） 

４．その他 ２１名（２７％）

その他の回答 

・借り上げ住宅。 ・民間のアパート、マンション。 

・市営住宅。 ・特別養護老人ホーム。 
 

問７．避難所生活で困ったことについてお答えください。 

１）トイレについて困ったことは次のうちどれですか。 

                    （複数回答可） 

１．トイレの場所 ３５名（４５％）

２．トイレの使用方法 ２２名（２８％）

３．トイレへの移動 ３７名（４７％）

４．その他 １６名（２１％）

その他の回答 

・トイレが汚れている。 

・使用中のトイレでノックをしても返してくれない。 

・断水のため不衛生。 
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２）食事について困ったことは次のうちどれですか。 

                    （複数回答可） 

１．配給等の情報 ２４名（３１％）

２．入手できなかった １７名（２２％）

３．飲食場所    ６名（ ８％）

４．その他 ２０名（２６％）

※無回答 １０名 

その他の回答 

・避難所には行かなかった。 

・家族が一緒だったので特に不自由なことはなかった。 

・お店に入っても買えなかった。 

・食事の袋を開封することができなかった。 

・食事をもらう際に上手く受け取れなくてこぼしてしまった。 

 

３）移動について困ったことは次のうちどれですか。 

                      （複数回答可） 

１．外出ができなかった ２７名（３５％）

２．避難所内で身動きがとれなかった ２６名（３３％）

３．移動するときに手引きの支援が受けら

れなかった 

１０名（１３％）

４．その他 １５名（１９％）

※無回答１０名 

その他の回答 

・避難所には行かなかった。 

・視覚障害者は晴眼者と違うことを理解して欲しい。 

・現在の避難所では個別の支援が望めない。 

・近くの道路の被害状況がわからなかった。 
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問８．避難所での支援のあり方についての希望を教えて下さい。 

                      （複数回答可） 

１．個別支援員の配置 ３９名（５０％）

２．個別の情報伝達 ３９名（５０％）

３．その他 ８名（１０％）

その他の回答 

・避難所には行っていない。 

・視覚障害者向けの指定避難所を作って欲しい。 
 

問９．第２次避難所（ないしは福祉避難所）について。 

１）第２次避難所に移動したか。 

１．はい １５名（１９％） ２．いいえ ５４名（６９％） 

※無回答９名 

 

２）塩原や国リハなどの視覚障害関連施設が避難所に指定され

たことを知っていたか。 

１．知っていた ７名（９％）  

２．知らなかった ６３名（８１％） 

※無回答８名 

 

３） ２）の回答で知っていた方は避難したか。 

１．避難した ０名 ２．避難しなかった ７名 
 

問１０．現時点で外出において必要な援助についてお答えください。 

                      （複数回答可） 

１．平成２３年１０月１日から実施された同行

援護事業による支援で足りている。 

１６名（２１％）

２．利用時間が足りないので増加して欲しい  ８名（１０％）

３．鍼灸マッサージの出張治療の際の介助  ４名（ ５％）

４．その他 ３４名（４４％）

※無回答２４件 

－49－



その他の回答 

・家族が手助けできない時に援助をして欲しい。

・補助があることを知らなかった。 

・バスの増便、鉄道の早期復旧をして欲しい。 

・行政から特に支援を受けていない。 
 

問１１．現時点で仕事に復帰できているか。 

 

１．自宅での開業を再開している １４名（１８％）

２．鍼灸マッサージを含む勤務についている  ７名（ ９％）

３．その他 ２４名（３１％）

４．未だ求職中である ２１名（２７％）

※無回答１２名 

その他の回答 

・仮設住宅なので治療できるスペースがない。 

・テナントを借りて営業している。 

・廃業してしまった。 

・施設はあるが設備が整っていない。 

・在宅マッサージで働いている。 
 

問１２．今回の震災で国、自治体、団体等からの支援で役立った

ものはなにか。 

                      （複数回答可） 

１．義援金 ６８名（８７％）

２．食料 ２２名（２８％）

３．補装具または日常生活用具 ２５名（３２％）

４．その他の支援物資 １４名（１８％）

役立った補装具または日常生活用具 

・音声時計。 ・折り畳み式の白杖。 

・拡大読書機。 ・点字器。 ・プレックストーク。 ・ラジオ。 

役立ったその他の支援物資 

・衣料。 ・家電。 ・レトルト食品。 

・点字による被災者支援情報。 
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問１３．今回の震災で視覚障害者のために国や自治体にしてもら

いたいことは何か。 

・個別支援員の配置（できれば車の運転もして欲しい。） 

・各支援制度や生活関連等、情報の音訳、点訳をして欲しい。 

・視覚障害者で特に一人暮らしの人を自治体は早く把握して避難

したかどうか安否確認をして欲しい。 

・同行援護事業について、震災時は利用条件等を緩和して欲しい。 

・障害種別ごとの福祉避難所を設置して欲しい。 

・治療院開業者に対する再建のバックアップをして欲しい。 

・信号機など生活道路の早期整備復旧をして欲しい。 

・視覚障害者に対して情報伝達が無かったので、支援体制を考 

え、今後は自宅に訪問して情報伝達をして欲しい。 

・国からの支援金の増額をして欲しい。 

・避難指示、誘導、安否確認をして欲しかった。 

・自治体から視覚障害者に対して何の手助けもなかったので、要

援護者に対して支援して欲しい。 

・視覚障害者にも公営住宅の早期建設と入居を実行して欲しい。 
 

問１４．その他被災生活に関連して要望事項があれば自由にお書

きください。 

・仮店舗で働いているが、今後は復興住宅の中で仕事をしたい。 

・仮設住宅での生活で、目印になるものがない。 

・賃貸マンションで生活をする者には、避難所のようにコミュニ

ケーションをとる手段がなく、孤独を感じたので何らかの訪問

型の相談援助が欲しい。 

・視覚障害者のための専用避難所を設置して欲しい。 

・障害者に対する福祉サービスを充実させ安定した日常生活が 

送れるように配慮して欲しい。街づくり事業を早急に開始し、

災害公営住宅等を建設してほしい。 

・相談する窓口が多いので、できれば同じ人で生活から心の面ま

で何でも相談、支援してくれる方がいると助かる。 
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・避難所内において近くにいた方に援助を求めても「万が一怪我

をさせたらいけないので手伝えないですよ」と断られて、大変

困ってしまったので、障害者専用の場所を設けて欲しい。 

・「ここに連絡をしたら絶対安心」という場所が欲しい。今回の

震災での避難場所は病院で身の安全を確保できたが、避難所で

ないため食事をとることができず、５日間食べることができな

かった日々を思い出すと辛いものがある。 

・部屋が狭すぎて視覚障害のため（中途失明）動きが取れずスト

レスがたまりやすい。仕事もできず、この冬外にも出られず精

神状態が悪くうつになりそう。（仮設住宅、避難地での生活を

余儀なくされている人々（特に障害者を含む災害弱者）に対す

る心のケアを考えていただきたい。） 

・日盲連からもらった義援金は役に立った。生活再建のために義

援金をきちんと貰えるようにして欲しい。 

・治療所の修繕工事に際し、鍼灸は医療分野とされて、事業所修

繕費の補助が受けられないことに愕然とした。 

・視覚障害者も要援護者になるという情報を発信して欲しい。 

・津波の場合は、携帯ラジオが一番頼りになった。 

・タクシー乗車もあるが、乗り降りが早くできないと、嫌な顔を

されたので、福祉関係の方からの送迎でも受けることができた

ら助かった。 

 

⑤アンケート調査結果の分析について             

○災害時の個人情報について 

 アンケート調査結果からは、７８名中、７６名（９７％）の視

覚障害者が、個人情報を開示してもよいという回答であった。 

 東日本大震災発生後、視覚障害者団体では安否確認のために個

人情報の開示を求めたものの、個人情報保護法と、障害者手帳が

県の管轄であること等の理由から、被災した自治体に住む視覚障

害者の名簿を入手することはできなかった。そのため、視覚障害
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者団体の会員以外の多くの方が、どのような被害を受けているの

か正確な情報を得ることができなかった。１人でも多くの被災し

た視覚障害者が、適切な支援を受けられるようにするためには個

人情報の開示が必要である。 

 一方、個人情報の開示については、自分の名簿が流れることに

不安を感じる人もあるが、何よりも大切な命を守ることを最優先

するためにも、災害時には、個人情報を開示する必要性について、

理解を求めていくことも重要である。 

 

○災害の発生状況の入手先について 

 災害の発生情報の入手について、テレビ・ラジオからの放送に

より入手した人が４８名（６２％）と最も多かった。緊急時に、

視覚障害者に情報を提供するときに最も確実な情報提供手段は、

テレビ・ラジオではないかと考えられる。 

 今回の災害発生及び状況をどのようにして知ったかについて、

自治体からの広報で知った人は、９名（１２％）であった。日常

的に自治体の広報を情報源としている人が少ない中、今回の災害

に対する当事者からの要望では、自治体に情報提供の拡充として、

ホームページなどによる情報提供のみではなく、音訳や点訳によ

る個別の情報提供を行って欲しいという意見がみられた。 

 自治体の視覚障害者への情報提供について、自治体が行ってい

る情報提供と、視覚障害者が求めている情報提供には差があり、

視覚障害者は自治体による情報提供を頼りにしたくても頼りに

しにくい点が伺える。 

 

○避難所生活で困ったことについて 

 避難所生活において、トイレに行きたいときにどうするかとい

う問題が一番にあげられ、その問題点はトイレの場所やトイレへ

の移動が最も多く、それぞれ約５０％の回答であった。それ以外

の問題として、トイレの使用方法による回答が２２名（２８％）
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あり、その他、トイレが汚れている、断水のため不衛生という意

見もあった。以上のことから視覚障害者は、トイレに行くことが

大変で、さらにトイレにたどり着いても、使用方法がわからずに

大変であり、トイレに関しては非常に問題が多かった。 

 避難所での食事では、情報入手について困った人が２４名 

（３１％）おり、避難所での情報がうまく入手できない人もいた。

また、食事を入手できても、食事の袋を開封することができな 

かったり、食事をうまく受け取れなくてこぼしてしまったりした

人もいた。 

 トイレや食事について、トイレに連れて行けば終わり、食事を

渡せば終わりではなく、どうしたらトイレをきちんと使うことが

できるか、食事をきちんと食べられることができるかまで、配慮

が必要となる。 
 

○第２次避難所（福祉避難所）について 

 今回の災害にあたり、視覚障害者の避難先として第２次避難所

の存在の必要性がクローズアップされたが、実際に第２次避難所

に避難した人はどれくらいいるのか、第２次避難所の存在を知っ

ていたかについて調査を行ったところ以下の結果が出た。 

 第２次避難所に避難した人は、１５名（１９％）で、避難しな

かった人は５４名（６９％）だった。また、塩原や国リハなどの

視覚障害者関連施設が避難所に指定されたことを知っていた人

は７名（９％）のみであった。さらに、上記施設が避難所に指定

されたことを知っていても、実際に避難をした人は１人もいな 

かった。 

 ほとんどの人が、避難所に視覚障害者関連施設が指定されてい

たことを知らなかったことから、視覚障害者への情報提供が十分

にされていないことが伺える。また、存在を知っていても避難し

た人がいなかったことから、視覚障害者関連施設を避難所に指定

するのみではなく、実際に被災した視覚障害者が避難しやすいよ

うにすることが必要である。  
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（２）自治体へのアンケート結果 

①調査の目的                        

 東日本大震災において行政が、地域の視覚障害者やその支援団

体に対して、どのように支援したのかを分析するための調査。 

 

②調査の実施方法                      

 岩手県・宮城県・仙台市、福島県の自治体に、調査票を郵送し、

回答をメールまたはファックスで受けた。 

○調査期間：平成２３年１２月２７日（火）から 

平成２４年１月２５日（水） 

      ※平成２４年２月１５日（水）まで延長 

○調査依頼数：１２４件 

○調査対象：岩手県、宮城県、仙台市、福島県の行政 

 

③調査項目                         

・自治体名 担当課 回答者 電話番号  

問１．被災した視覚障害者の安否確認についてお伺いします。貴

自治体ではどのように安否確認を行いましたか。 

１）行政や社会福祉協議会の職員、民生委員による見まわり。 

２）電話やメール・ファックス。 

３）特にしていない。 

４）その他（自由記述）。 

 

問２．視覚障害者の支援団体が被災者の支援活動を行う上で、貴

自治体に対しどのような協力を求めましたか。 

１）名簿の開示・提供を求められた。 

２）支援物資の配付を求められた。 

３）要求がなかった。 

４）その他（自由記述）。 
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問３．問２の要求に対して貴自治体では応じることができました

か。 

１）名簿の開示・提供に応じることができた。 

２）支援物資の配付に応じることができた。 

３）その他の要求について応じることができた。 

４）応じることはできなかった（以下にその理由を記述して下 

さい）。 

 

問４．貴自治体の避難所では、食事や支援物資の配付方法等につ

いてどのように情報提供しましたか。 

１）掲示板などに案内を貼りつけた。 

２）担当者のアナウンス。 

３）その他（自由記述）。 

 

問５．貴自治体では避難所にいる視覚障害者に対して視覚障害の

特性に配慮し、どのような支援をしましたか。 

１）避難所内に福祉のスペースを設ける。 

２）移動時における個別援助者の配置。 

３）食事や支援物資を直接配付。 

４）その他（自由記述）。 

 

問６．第２次避難所についてお伺いします。 

１）貴自治体では第２次避難所を設置していましたか。 

   ①はい          ②いいえ 

２）１）で①はいと回答した自治体にお伺いします。 

   ①第２次避難所はどのような施設ですか（施設名称） 

②視覚障害者は第２次避難所へはどのような手順で移動

しましたか 

３）１）で②いいえと回答した自治体にお伺いします。 

   貴自治体では何故第２次避難所を設置しなかったのです

か（自由記述） 
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問７．仮設住宅の入居についてお伺いします。視覚障害者に対す

る仮設住宅の入居については優先的な入居や、利便性の高い場

所を提供するなどどのような配慮をしていますか。 

 

問８．自宅が倒壊や流失してしまった視覚障害者に対してどのよ

うな援助をしていますか。 

 

問９．今回の震災を受けて、貴自治体では視覚障害者に対して災

害時に改めてどのような支援が必要だと考えますか。 

 

④調査結果：有効回答数８６件               

 

 調 査 票

発 送 

調 査 票

回 収 

調 査 票

回収率 

 調 査 票

発 送 

調 査 票

回 収 

調査票 

回収率 

岩手県 ３１件 ２４件 ７７％ 仙台市 １件 １件 １００％

宮城県 ３４件 ２９件 ８５％ 福島県 ５８件 ３２件 ５５％
 

問１．被災した視覚障害者の安否確認についてお伺いします。貴

自治体ではどのように安否確認を行いましたか。 

（複数回答可） 

１.行政や社会福祉協議会の職員、民生委員 ５８件（６７％）

による見まわり 

２.電話やメール・ファックス １３件（１５％）

３.特にしていない １１件（１３％）

４.その他（具体的に記入して下さい） １５件（１７％）
 

その他の回答 

・在宅の視覚障害者手帳所持者全員に対し、県・市・県外から派

遣された相談支援専門員が被災状況等の調査を実施した。 

・支援団体と協力して実施した。 

・障害者全体に対して見まわりをした。 

・防災組織による見まわり。 
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問２．視覚障害者の支援団体が被災者の支援活動を行う上で、貴

自治体に対しどのような協力を求めましたか。 

１.名簿の開示・提供を求められた  ９件（１０％） 

２.支援物資の配付を求められた ２件（ ２％） 

３.要求がなかった ６５件（７６％） 

４.その他（具体的に記入して下さい） ５件（ ６％） 

５.無回答 ５件（ ６％） 
 

その他の回答 

・視覚障害者福祉団体の会員の安否確認。 

・震災時の視覚障害者に対する要望書の提出があった。 

（事前の対策、災害発以後の対策、避難所における配慮、住宅等

への配慮等。 

・補装具等の利用者に対し支援がある旨を伝えて欲しいという依

頼を受けた。 

・申し入れはあったが相談支援専門員が支援活動を行っていたた

め辞退。 
 

問３．問２の要求に対して貴自治体では応じることができました

か。 

１.名簿の開示・提供に応じることができた ９件中 

８件（ ８９％）

２.支援物資の配付に応じることができた ２件中 

２件（１００％）

３.その他の要求について応じることができ ５件中 

た ３件（ ６０％）

４. 応じることはできなかった １６件中 

（以下にその理由を記述して下さい） ２件（ １３％）
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問４．貴自治体の避難所では、食事や支援物資の配付方法等につ

いてどのように情報提供しましたか。 

                     （複数回答可） 

１．掲示板などに案内を貼りつけた ３４件（４０％） 

２．担当者によるアナウンス ４６件（５３％） 

３．その他（具体的に記入して下さい） １６件（１９％） 
 

その他の回答 

・個別に手渡した。 

・避難所を設けていない。 

・避難所に視覚障害者はいなかった。 

・詳細がわからない。 

・毎日連絡会を開き、情報を提供した。 

・社会福祉協議会職員、民生委員に必要な分だけ申請してもらう。
 

問５．貴自治体では避難所にいる視覚障害者に対して視覚障害の

特性に配慮し、どのような支援をしましたか。 

                     （複数回答可） 

１．避難所内に福祉のスペースを設ける ４件（ ５％） 

２．移動時における個別援助者の配置 ８件（ ９％） 

３．食事や支援物資を直接配付 １６件（１９％） 

４．その他（具体的に記入して下さい） ４４件（５１％） 

その他の回答 

・避難所に、視覚障害者がいなかった。 

・特に何もしていない。 

・行政として特段の配慮はしていないが、周りの避難者が支援を

行っていた。視覚障害者で身体介護が必要な人は福祉避難所へ

移送して応対した。 

・家族等の協力もあったので特別な支援はしていない。 
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・各避難所が個別に対応した。保健師が各避難所を巡回し、障害

者や高齢者で普通の避難所で難しい方は、福祉施設へ移送し

た。 

・避難所の担当職員やボランティアによる支援。 
 

問６．第２次避難所についてお伺いします。 

１）貴自治体では第２次避難所を設置していましたか。 

１.はい ３１件（３６％） ２.いいえ ４９件（５７％）
 

※無回答６件 

２）第２次避難所はどのような施設ですか。（施設の種類を含め）

                      （３１件中） 

１．社会福祉施設、高齢者施設、老人福祉 １４件（４５％） 

センター 

２．体育館・公民館 ７件（２３％） 

３．ホテル・民宿・旅館等 ７件（２３％） 

４．地区集会所・ホール ３件（１０％） 
 

３）１）で②いいえと回答した自治体にお伺いします。 

 貴自治体では何故第２次避難所を設置しなかったのですか。 

主な意見 

・被害が最小限で済んだため。 

・１次避難所で対応可能であったため。 

・多くの人が自宅へ戻ることができた。 
  

問７．仮設住宅の入居についてお伺いします。視覚障害者に対す

る仮設住宅の入居については優先的な入居や、利便性の高い場

所を提供するなどどのような配慮をしていますか。（具体的に

記入して下さい） 

・仮設住宅入居抽選に際し、障害者や高齢者に優先的に入居でき

るように配慮した。 

・交通の便がよい地区の仮設住宅へ優先的に入居してもらった。
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・手すりやスロープ等の設置をした。 

＜その他の自治体＞ 

・仮設住宅を設置していない。 

・視覚障害者がいなかった。 

・子供がいる家庭などを優先せざるをえず、利便性までは配慮で

きなかった。 
 

問８．自宅が倒壊や流失してしまった視覚障害者に対してどのよ

うな援助をしていますか。（具体的に記入して下さい） 

・支援や義援金の配付。 

・町営住宅への優先入居。 

・相談支援。 

＜その他の自治体＞ 

・該当者なし。 

・自宅の倒壊や流失してしまった方はなし。 

・関係福祉団体と協力、自立支援介護給付サービスの提供。 
 

問９．今回の震災を受けて、貴自治体では視覚障害者に対して災

害時に改めてどのような支援が必要だと考えますか。（具体的

に記入して下さい） 

・対象者の把握と地域での支え合い。 

・災害発生時における情報提供。 

・職員等の直接訪問による安否確認。 

・避難所での障害担当の職員の配置、個室の確保、用具の提供。

・障害特性による支援。 

・人員支援。 

・視覚障害者だけの避難所の確保。 

 

⑤アンケート調査結果の分析について            

○視覚障害者の支援団体からの要望について 

 アンケート調査結果から、６５件（７６％）の自治体が、視覚
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障害者の支援団体から援助は求められなかったという回答が

あった。 

 また、要望があった団体に関しては、名簿の開示・提供に応じ

た自治体が（８９％）、支援物資を配付した自治体が（１００％）

という高い割合で要望に応じているという結果になっている。各

視覚障害者団体からは、自治体に対し、名簿の開示・提出を求め

ても要求に応じてくれなかったという意見が多数あった。自治体

と、視覚障害者団体との双方の間に認識の違いがあることが見ら

れる。以上のことから、団体と自治体間での認識の差を埋めるこ

とが必要であると考えられる。 

 

○避難所における支援について 

 避難所における支援について、各自治体では、視覚障害者にど

のように情報提供を行い、どのような支援を行っていたか調査を

行った。 

 その結果、担当者によるアナウンスを行った自治体が４６件

（５３％）と最も多く、次いで、掲示板などに案内を貼りつけた

が３４件（４０％）だった。担当者によるアナウンスも、掲示板

に貼ったときのみでは、十分な情報提供といえず、また、掲示板

などに案内を貼りつけるのみでは、視覚障害者は情報を得ること

ができない。 

 また 、 避 難 所 内 に 福 祉 の スペースを設けた自治体は４件

（５％）、移動時における個別援助者の配置をしている自治体は

８件（９％）、食事や支援物資を直接配付している自治体は１６

件（１９％）と避難所において視覚障害者に支援を行っている自

治体は少なかったことわかる。 

 

○第２次避難所について 

 視覚障害者は通常指定されている避難所では、長い間生活する

ことが困難であり、そのため要援護者は、各自治体に、第２次避
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難所の設置を求めている。 

 このことから、各自治体が第２次避難所を設置しているのかど

うか、また、第２次避難所においてどのような施設を提供してい

るか調査を行った結果、第２次避難所を設置している自治体は３

１件（３６％）のみであった。第２次避難所として設置されてい

た施設の多くが社会福祉施設等１４件（４５％）であり、視覚障

害者が望む第２次避難所として適している場合が多かったこと

からも、第２次避難所の設置を自治体に強く求めて行くことが重

要だといえる。 

 

（３）当事者及び自治体を合わせた分析結果 

 

１．災害に関する情報提供について 

 視覚障害者が災害の状況を知る方法として、自治体からの広報

により情報を得た人は、全体の１２％と少ない数字だった。主な

情報源としては、やはり、テレビ、ラジオが６２％と最も多かっ

た。 

 避難所内での食事について配給等の情報がわからずに困った

人が３１％と最も多かったことに対し、避難所での情報提供は担

当者によるアナウンスが５３％と最も多く、次いで掲示板などに

案内を貼り付けた自治体が４０％であった。 

 また、第２次避難所については、知らないと答えた視覚障害者

は全体の８１％であった。第２次避難所を設置している自治体は

３６％と、低いこともあり、多くのの視覚障害者が第２次避難所

を知らなかった。墨字で作成された広報誌や張り紙による情報収

集が難しい視覚障害者にとっては厳しい状況であった。 

 

 避難所内での情報提供としてアナウンスが最も多かったとこ

ろを見ると、自治体は災害時に視覚障害者に対し、情報提供が重

要であることを十分理解していることがわかる。アナウンスによ
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る情報提供は、視覚障害者にとっては有効な情報提供の方法では

あるものの、実際はその場にいなかった人は聞くことができない

ため最も有効であるとは言えない。課題として自治体と視覚障害

者とが日頃からコミュニケーションをとり、お互いを知ることが

必要である。 

 

２．個人情報の開示・提供について 

 当事者アンケートの結果から、個人情報について、７６名 

（９７％）が開示してもよいと回答した。多くの視覚障害者が災

害などの緊急時には個人情報を開示してもかまわないことが結

果として出たが、東日本大震災では多くの自治体が開示には消極

的であった。 

 また、自治体が視覚障害者の支援団体から求められた協力は、

団体から名簿の開示・提供を求められた自治体は９件（１０％）

のみであり、団体から何も要求がなかったと回答した自治体は６

５件（７６％）であった。自治体は、団体からの名簿の開示要求

に８件（８９％）応じることができたとしている。 

 このアンケートとは別に、多くの視覚障害者団体が地域の安否

確認のため自治体に個人情報の提供を求めたことに対し、回答を

得られていない中で、このアンケート結果からは、自治体は、視

覚障害者の支援団体に情報を十分提供しているということにな

る。自治体と視覚障害者との間で、意見や考えの相違が出てきて

いる。個人情報の開示や提供については、個人情報保護法や、障

害者手帳が県の管轄であること等、難しい問題が多いため、一足

飛びにはいかないが、今後の大きな課題の１つである。 

 

３．避難所での支援について 

 避難所では障害の有無に限らず、すべての方が満足な支援を受

けることはできないが、視覚に障害があることから支援が受けら

れないことはあってはならない。避難所では視覚障害者の多くが、
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トイレに行くことができない、トイレの使い方がわからない、食

事の配給場所がわからない、移動することができない等、目が見

えない、見えにくいことにより、生活する上で、必要最低限の支

援を満足に受けられずに困っていた。 

 今回の視覚障害当事者からの避難所での意見として、避難所で

基本的な生活ができないことからあえて避難所に行かなかった

人や、視覚障害者は晴眼者と違うことを理解して欲しいと願う意

見があげられた。避難所内においても、周囲に援助を求めても、

「万が一怪我をさせたらいけないので手伝えない」と言われた人

もいた。 

 避難所での支援のあり方について、視覚障害当事者は、個別支

援員の配置３９名（５０％）、個別の情報伝達３９名（５０％）

を求めている。自治体で実施した避難所内での支援は、避難所内

に福祉のスペースを設ける４件（５％）、移動時における個別援

助者の配置８件（９％）、食事や支援物資を直接配付１６件  

（１９％）であった。避難が一時的なものであったとしても、ト

イレ、食事といった、生きることに最低限必要な支援は、視覚障

害の特性に配慮が必要である。 

 避難所では生活が困難な視覚障害者のために、第２次避難所の

設置を自治体に求めている。第２次避難所の設置件数が少ない理

由として、自治体は第１次避難所で対応可能であったためという

意見や、多くの人が自宅へ戻ることができたためとしている。 

 自治体には、第２次避難所の必要性を理解していただくととも

に、第２次避難所に関する視覚障害者への情報提供を十分に行い、

被災した人が第２次避難所に避難しやすいように環境を整えて

いただく必要がある。 

 アンケート結果から、自治体と視覚障害者との意見の相違が多

く見られた。問題を解決するためにも、自治体と視覚障害者とで

コミュニケーションをとり、お互いに理解を深めていく必要があ

る。 
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８．被災地調査報告 

 

 岩手県視覚障害者福祉協会、福島県点字図書館、日本盲導犬協

会の協力により、今なお仮設住宅での生活が強いられてしまって

いる利用者に震災発生時の状況や現状についてのヒアリングを

おこなった。 

 

調査項目 

１．災害前に災害に備えて何か準備をしていましたか。 

  また、準備をしていた方は、どのような準備が役に立ちまし

たか。 

２．災害が起きたときに何処からの情報が一番頼りになりました

か。 

３．実際の災害時、どのように避難しましたか。 

（１人で、近所の人と等） 

４．避難時、緊急持ち出し品として何を持って行きましたか。ま

た、何を持って行けば良かったと思いますか。 

（白杖、ラジオ等） 

５．災害時の避難場所を以前から知っていましたか。知らなかっ

た方は今回の震災でどのように避難場所を知りましたか、また

どのような方法で避難場所を教えてくれると分かりやすいで

すか。 

６．第２次避難所の指定について、盲学校や視覚障害団体や施設

が指定されていれば、過ごしやすかったと思いますか。 

７．避難所の管理者に自分に視覚障害があることをお知らせしま

したか。視覚障害があることをお知らせしたことで特別な配慮

はありましたか。 

  また、お知らせしなかった方はその理由は何ですか。 
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８．避難所では健常者とは別に、他の教室や、広い避難所の一角

に障害分野別にスペースを設けて欲しかったですか。 

９．避難所では障害別に支援してくれる支援員（保健師、栄養士、

ホームヘルパー、ボランティア、生活面をサポートしてくれる

人）がいるといいと思いますか。またその支援員にはどのよう

な支援を望みますか。 

１０．災害に関する情報をどこに聞いたら良いか迷ったことはあ

りますか。 

１１．災害時に視覚障害者の安否確認がすぐにできる仕組みがあ

ればいいと思いますか。 

１２．家族に晴眼者がいることで、視覚障害者に対する援助を減

らされたことはありましたか。 

１３．被災した視覚障害者が集まって、問題について話し合うコ

ミュニティがあったらいいと思いますか。 

１４．今回の災害について、各市町村で説明会が開催されていま

すが、その開催情報を得ることができますか。 

また、説明会に参加するためにはどのような援助を望みま 

すか。 

１５．災害後、自治体の就労支援を利用しましたか。また自治体

において視覚障害者が働く場を作って欲しいと思いますか。 

１６．現在公的な補助以外で収入はありますか。またどのような

ことで収入を得ていますか。 

 

（１）岩手県の様子 

 

期 日：平成２４年２月２６日（日） 

場 所：岩手県福祉の里センター 

ヒアリング：大船渡市、陸前高田市在住の視覚障害被災者 

性別：男性７人 女性２人 

年齢：３０代２人 ４０代１人 ６０代３人 ７０代３人  
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１．防災 

１）防災情報 

・災害発生時にはラジオからの情報を一番頼りにしていたと回答

した人が６７％にのぼり、多くの人が、ラジオを聞いていた。 

 

２）備え 

・災害時に備えて何かを準備していたと回答した人が、２０％と

低い水準であった。準備をしていた人は、ラジオが役に立った

と回答している。 

・以前から避難所を知っていたと回答した人が６０％を超えた。

津波の被害で、避難所が利用できず、違う避難所へ移った人も

いるが、以前から避難所を把握し、防災意識が高かった。 

 

２．情報 

１）発生時 

・ラジオ、携帯電話から流れる情報を頼りにしていた。 

・視覚障害者に特化した情報が視覚障害者福祉協会や支援団体か

らあったので助かった。 

２）発生後 

・近隣の人から情報を得た。自治体からの情報はほとんどなかっ

た。 

 

３．避難 

・家族や近隣の人達と一緒に避難した人が多かった。津波で指定

されていた避難所に避難できなかったときにも団体で移動で

きた人が多かった。 

・第２時避難所についてはほとんどの人がその存在を知らなかっ

た。また、盲学校や視覚障害者の福祉施設が指定されていれば

良かったと回答した人が多かった。 
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４．避難所 

１）避難所 

・避難所で、視覚障害の特性に配慮した支援を受けられた人は少

なく、移動時の介助や個別のスペースを設けるなどの支援が必

要と回答した人が多かった。 

・支援員はいなかったが、保健師がいてくれればよかったと思う。

持病の薬を持って避難することができなかったため、血圧を測

る、薬を提供してくれる人がいれば良かったと回答した人が多

かった。 
 

２）第２次避難所 

・視覚障害者の福祉施設が、第２次避難所に指定されていること

を知らなかったと回答した人が多かった。第２次避難所につい

ては、視覚障害の特性を理解している盲学校や視覚障害者の福

祉施設を希望する人がほとんどであった。 
 

５．援助 

１）援助 

・白杖を持っていることで、視覚障害者であることを分かっても

らって援助を受けることができた人がいた。 

・災害時の雇用確保のため、短期間の仕事については募集がある

が、視覚障害者ができる仕事が少ない。 

・今まで歩いていた道が歩けなくなってしまった。体調管理のた

め、歩く時の援助が必要。 

・被災した視覚障害者が集まって情報を共有するコミュニティー

があるといいと思う。 

・震災の影響で、交通機関が駄目になってしまったので、生活す

るのには不自由である。 

・家族に晴眼者がいる場合は、一緒に避難することができたが、

一人暮らしの人の避難に関して対応が必要だと思う。 

・視覚障害者のための情報が不足しているので、安否確認や情報

提供をして欲しいという人がほとんどだった。 
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２）収入 

・公的な補助金以外で、収入がある人は、あん摩マッサージ業を

営んでいると回答した人が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・岩手県ヒアリングの様子 

 

（２）宮城県・仙台市の様子 

期日：平成２４年１月２８日（土）、３月６日（火） 

        ３月１１日（日） 

場所：宮城県、仙台市、メトロポリタン仙台他 

ヒアリング：宮城県在住の視覚障害被災者 

性別：男性１９人 女性１０人 

年齢：４０代３人 ５０代１１人 ６０代１４人 ７０代 １人

 

１．防災 

１）防災情報 

・ほとんどの人がラジオから情報を得ていた。携帯電話も持って

避難することができたが、すぐに電池が切れてしまった人もい

た。事前に自治体から防災マップが配られていたところもあっ

たようだった。 

・自治体の防災無線が流れていたが、あまり聞こえず、何に対し

ての情報なのかわからなかった。 
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・防災マップなどが事前に配付されているところがあったが、あ

まり有効ではなかった。事前に避難所を確認しておくことが大

切だと思う。 

 

２）備え 

・用意していた非常持ち出し品が、災害で利用できなかった人も

いた。 

・水や懐中電灯、避難場所を確認、家具の転倒防止をしていた人

もいたが、ほとんどの人が事前に用意をしていなかった。やは

り、事前にラジオや電池、現金、保険証を持って出ることがで

きれば良かったと回答した人が多かった。 

 

２．情報 

１）発生時 

・ラジオ、携帯電話からの情報が役立った。特に視覚障害者の福

祉団体や支援団体からの情報が役立った。近所の人や視覚障害

者の友人と安否確認のため、情報交換をしていた。 

 

２）発生後 

・近隣の人から情報を得た。 

・視覚障害者の友人と情報交換をしていた。 

 

３．避難 

・白杖を持って外出することができず、外を歩くのに困ってしま

った。 

・自治体や社会福祉協議会の職員が安否確認に来たという人は少

なかった。 

・第２次避難所についてはほとんどの人がその存在を知らなかっ

た。また、盲学校や視覚障害者の福祉施設が指定されていれば

良かったと回答した人が多かった。 
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・家族や近隣の人達と一緒に避難した人が多かった。津波で指定

されていた避難所に避難できなかったときにも団体で移動で

きた人が多かった。近隣の人に自分が視覚障害者であることを

理解してもらい、助かったという人が多くいる。 

 

４．避難所 

１）避難所 

・保険証を持って出なかったので、薬をもらうことができなかっ

た。保険証と持病の薬は持って出たほうがいいと思った。 

・避難所では個別支援員、特にトイレへの移動介助や食事の提供

についての支援があれば良かったと回答した人が多かった。 

・避難所で、視覚障害の特性に配慮した支援を受けられた人は少

なく、移動時の介助や個別のスペースを設けるなどの支援が必

要と回答した人が多かった。 

 

２）第２次避難所 

・避難所に指定されていないと食事や支援物資も届かないので、

福祉施設を早期に避難所に指定してもらい、移動させて欲しい。 

・視覚障害者の福祉施設が第２次避難所に指定されていることは

知らなかった。第２次避難所については、視覚障害の特性を理

解している盲学校や視覚障害者の福祉施設を希望する人がほ

とんどであった。 

 

５．援助 

１）援助 

・災害に関する情報を、各自治体で説明会を開催しているが、開

催地が遠く、ガイドヘルパーを頼まないと参加することができ

ないので、それぞれの地域ごとにやって欲しい。 

・行政からの安否確認はなかったが、視覚障害者の団体から安否

確認や情報提供があり、安全に避難することができた。 
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・被災した視覚障害者が集まって情報を共有するコミュニティが

あるといい。 

・震災の影響で、交通機関が駄目になってしまったので、生活す

るのに不自由である。 

・家族に晴眼者がいる場合は、一緒に避難することができたが、

一人暮らしの人の避難に関して対応が必要だと思う。 

 

２）収入 

・公的な補助金以外で、収入がある人は、仮設住宅などであん摩

マッサージ業を営んでいると回答した人が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・宮城県ヒアリングの様子      ・宮城県ヒアリングの様子 

 

（３）福島県の様子 

期日：平成２４年３月４日（日） 

場所：南相馬市・仙台市メトロポリタンホテル 

ヒアリング： 

性別：男性３人 女性５人 

年齢：３０代１人 ５０代１人 ６０代４人 ８０代２人  
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１．防災 

１）防災情報 

・普段から自治体において、広報紙を点字や音声にして配付をし

ておらず、防災や避難所の情報が得にくかった。また、広報紙

があるところでも、防災に関しての掲載がなかった。 

・災害発生時に消防が緊急無線で情報を提供してくれたが、聞き

取ることができず、どのように避難するかが分からなかった。 

 

２）備え 

・かばんに水や食料などを用意していたが、急いで避難したため、

持っていくことができなかった。 

・避難所の場所が事前に調べられてなかった。やはり情報があっ

たほうがいいと思う。 

 

２．情報 

１）発生時 

・ラジオ、携帯電話からの情報が役立った。テレビからの緊急放

送は、字幕で表示されることが多く、分からないことが多かっ

た。 

 

２）発生後 

・ラジオの情報が役に立ったが避難所ではラジオの電波が入らな

いところもあった。 

 

３．避難 

・近隣の住民と一緒に避難することができた。日頃から近所付き

合いが大切だと思う。 

・避難所を何ヶ所もまわったが、視覚障害があることを理解して

もらえずに怒鳴られたりしてしまった。 

・自治体からの安否確認は無かった。 
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４．避難所 

１）避難所 

・福島県では、原発事故での避難のため、何ヶ所かの避難所をま

わった。 

・支援員はいなかったが、保健師がいてくれればよかったと思う。

保険証を持っていけなかったので、病院に行くことができな 

かった。 

・避難所では個別支援員、特にトイレへの移動介助や食事の提供

についての支援があれば良かった。 

・避難所で、視覚障害の特性に配慮した支援を受けられた人は少

なく、移動時の介助や個別のスペースを設けるなどの支援が必

要と回答した人が多かった。 

 

２）第２次避難所 

・福祉避難所について、県外に設置されていることも知らせて欲

しい。 

・視覚障害者の福祉施設が第２次避難所に指定されていることは

知らなかった。第２次避難所については、視覚障害の特性を理

解している盲学校や視覚障害者の福祉施設を希望する人がほ

とんどだった。 

 

５．援助 

１）援助 

・災害の情報について、各自治体において説明会を開催している

が開催地が遠くガイドヘルパーを頼まないと参加することが

できない。 

・福島市など大きな市で開催することが多いので、地元で開催し

て欲しい。 

・東電の賠償金などで、情報が錯綜してしまい、混乱してしまっ

た。視覚障害者にも分かりやすい情報提供をして欲しい。 
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・福島県の場合、原発で避難している人も多く、避難生活も長引

いてしまうため、長期の支援をして欲しい。 

 

２）収入 

・公的な補助金以外で、収入がある人は、あん摩マッサージ業を

営んでいると回答した人が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島県ヒアリングの様子 

  

－77－



○体験者の話 

 

・避難について 

 ３月１１日（金）に東日本大震災が発生してすぐには酪農を営

んでいたため避難することができませんでした。１６日（水）に

防護服を着た人が迎えに来るまでは、避難しませんでした。また、

今の仮設住宅に避難するまでは４ヶ所の避難所をまわりました。

どの避難所でも支援員はいませんでした。最初に避難した先では、

視覚障害者であるのに、まわりの人に怒鳴られてしまって十分な

支援が受けることができませんでした。２回目に移ったデイケア

の施設ではトイレへの介助などを受けることができて、本当にあ

りがたかったです。視覚障害者は多くの人がいる体育館などの避

難所では生活することが困難なので、視覚障害の特性を理解して

いる支援員がいる施設に移動できるような体制を今後とって欲

しいと思います。（福島県 ８０代男性弱視・ ８０代女性全盲 

夫婦） 

 

・避難所について 

 避難所を把握していませんでした。避難所を把握していれば、

慌てることが無く、避難することができたと思います。避難所の

場所を把握しておくことと、事前にその場所まで実際に歩いて見

ることが必要だと思います。また、避難所では多くの人が避難し

ているので、私達にとっては過ごしにくいことが多くありました。

自分が視覚障害者であることを避難所の責任者に伝えて、個別の

支援を受けられるようにしましょう。（岩手県 ６０代男性全盲） 

 

・安否確認について 

 震災発生時に自治体からの安否確認はありませんでした。私は

家族がいたので、あまり不安になりませんでしたが、単身の視覚

障害者の方も多いと思います。自治体では、要援護者の名簿をも
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とに、障害者、特に単身者について把握し、安否確認や、避難指

示などを徹底してもらいたいです。今回の震災で問題になったこ

とを踏まえて，次の震災に備えてほしいです。（仙台市 ６０代

男性） 

 

・避難所の情報や食事について 

 避難所で食事をもらう時に、列に並ぶのも苦労しましたし、ま

た食事をもらって、戻る時に落としてしまったりしました。また、

避難所の情報は、掲示板に貼る時に案内するのみでしたので、情

報を得ることが難しかったです。しかし、避難所の責任者や職員

の方々は、避難者の割に数が少なく、なかなか頼めませんでした。

避難所では、もうすこし、サポートをしてくれる人を増員するな

どを検討してもらいたいです。（宮城県 ４０代男性弱視） 

 

・事前準備について 

 食料や水をリュックに入れて準備をしていました。しかし、津

波の影響で、リュックを持ち出すことができませんでした。食料

などを準備しておくことは大切だと思いますが、すぐに持ち出せ

る場所において置くことも必要だと思います。（宮城県 ５０代

女性全盲） 

 

・災害時の情報について 

 東日本大震災の発生時、また、避難後も行政からの情報はあり

ませんでした。県の視覚障害者福祉協会から、携帯電話にメール

で相談窓口や支援情報が送られてきたので、自分がどのように動

いていいのかわからない中で、本当に助かりました。いざという

時には視覚障害者福祉協会からの支援が本当に助かりました。改

めて視覚障害者の団体には加入していたほうがいいと思います。

（宮城県 ６０代女性弱視） 
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・日頃の近所付き合いについて 

 震災発生時に隣に住んでいる人が来てくれて一緒に避難する

ことができました。発生時、大きな揺れとラジオを聞いていたの

で、すぐに避難しなければいけないということが分かりましたが、

どうしていいのか分からなかったので、隣に住んでいる人が来て

くれなかった場合は、助からなかったかも知れません。日頃から

近所の人と付き合いが大切だと身をもって知りました。（岩手県 

５０代男性全盲） 

 

・福祉避難所について 

 最初に地域の体育館に避難をしました。その後那須塩原に避難

した時に、塩原視力障害センターを紹介されました。家族で避難

しようとしましたが、すでに避難者でいっぱいで避難することが

できず、三重県にある親戚の家に避難しました。視覚障害者の福

祉施設が、避難所に指定されていることを知らなかったので、視

覚障害者の福祉施設が、福祉避難所に指定されることを広報する

仕組みが必要だと思います。（福島県 ６０代女性弱視） 

 

・就労について 

 仮設住宅であはき業を営んでいるが、客数が減ってしまい収入

が減ってしまっています。将来のことを考えるとすごく不安に 

なってしまいます。しかし、就労の支援を受けると返金するのも

大変なので、もっと視覚障害者に配慮した支援をして欲しいと思

います。（福島県 ６０代男性全盲） 

 

・避難所でのトイレについて 

 避難所ではトイレの利用が非常に困りました。トイレまで行く

のにもどこにあるのかわからずに介助者が一緒にいないと行く

ことができません。夜などは我慢することがありました。また、

トイレでは、流す方法もわからなく、また、水がなくて流すこと
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ができず、便器の横に袋が置いてあり、そこに使用した紙を入れ

るようになっていたため、衛生的に見てもやりづらかったです。

（岩手県 ６０代男性） 

 

・避難先での支援 

 避難先がグループホームでしたので、介助をしてもらいました。

ただ、避難所では、座ってばかりだったので、健康のことを考え

ると散歩や外出などを支援してくれる人がいてくれれば良かっ

たと思います。（仙台市 ６０代男性全盲） 

 

・説明会について 

 災害関係の説明会が自治体などで行われていますが、資料も分

かりにくく参加することができませんでした。参加したい意欲は

あるので、視覚障害者向けの説明会も開催して欲しいです。（仙

台市 ５０代女性全盲） 
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９．参考資料 

 

（１）災害伝言ダイヤルの利用方法 

 

＜災害伝言ダイヤル（ＮＴＴ）＞ 

一般電話や公衆電話、携帯電話 

 

○利用方法                         

「１７１」をダイヤルし次の音声案内に従い操作します。 

こちらは災害用伝言ダイヤルセンターです。録音される方は「１」、

再生される方は「２」、暗証番号を利用する録音は「３」暗証番

号を利用する再生は「４」をダイヤルしてください。 

 

○共通操作                         

①被災地の方はご自宅の電話番号、または連絡を取りたい被災地

の方の電話番号を、市外局番からダイヤルしてください。被災

地以外の方は連絡を取りたい被災地の方の電話番号を、市外局

番からダイヤルしてください。 

(ア) 電話番号を入力 

②録音する場合（暗証番号を利用する方は 4 ケタの番号を決めて

おく） 

(ア) 電話番号 ＊＊＊－＊＊＊―＊＊＊＊ の伝言を録音しま

す。プッシュ式の電話機をご利用の方は数字の「１」のあと＃

（シャープ）を押してください。ダイヤル式の方はそのままお

待ちください。なお、電話番号が誤りの場合、もう一度おかけ

直しください。被災地以外の方は連絡を取りたい被災地の方の

電話番号を、市外局番からダイヤルしてください。 

(イ) 伝言をお預かりします。ピッという音の後に 30 秒以内で

お話しください。お話が終わりましたら数字の「９」のあと＃
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（シャープ）を押してください。伝言登録数が限度を超えた場

合や追加登録規制中の場合には「新しい伝言を受け付けられな

い」旨のガイダンスが流れます。 

(ウ) 「ピッ」の後に録音します。（ここで電話を切っても録音は

されています） 

(エ) 伝言を繰り返します。訂正されるときは、数字の「８」の

後＃（シャープ）を押してください。 

(オ) 伝言をお預かりしました。 

③再生の場合 

(ア) 電話番号 ＊＊＊－＊＊＊―＊＊＊＊ の伝言をお伝えし

ます。プッシュ式の電話機をご利用の方は数字の「１」のあと

＃（シャープ）を押してください。ダイヤル式の方はそのまま

お待ちください。なお、電話番号が誤りの場合、もう一度おか

け直しください。 

(イ) 新しい伝言からお伝えします。伝言を繰り返す時は数字の

「８」の後＃（シャープ）を、次の伝言にうつるときは数字の

「９」のあと＃（シャープ）を押してください。（続けて８あ

るいは９の操作をします） 

（伝言がすべて終わった場合） 

伝言を追加して録音されるときは数字の「３」の後＃（シャ

ープ）を押してください。ピッ （録音の仕方は上記録音の場

合と同じ） 
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（２）外出時の被災したときの避難方法 

 

①道路                          

 多くの建物や街路樹等が倒壊する場合があります。歩道上に飛

び出して倒れる、電柱が折れて電線が垂れ下がってくる等の危険

が発生します。移動する際は必ず複数の人数で助け合いながら移

動します。足もとばかりでなくガラス窓の破片や瓦などの落下を

考え頭をバッグなどで守りながら建物から離れて移動します。避

難する車や緊急車両の通過に注意します。 

 

②橋の上                          

 揺れが収まるまで欄干や縁につかまります。収まったら速やか

に橋の上から移動します。決して橋の上から飛び降りたりしない

ようにします。 

 

③山の中                         

 登山やハイキング最中に揺れを感じたら樹木などにつかまり

収まるまで待ちます。すぐに移動せず周囲を確認します。落石や

土石流が揺れの直後に起こる可能性があります。 

 また河川の近くであれば決して下流域に逃げず、横に移動しま

す。大きな石の近く等には近づかないようにします。 

 

④鉄道など公共交通機関                  

 橋脚が倒壊して落橋する、脱線・横転事故等から不通になる場

合があるので駅アナウンスを聞き迂回路や帰宅ルートを知る必

要があります。避難した多くの人の群れなどで出入口が混雑し移

動が困難になります。押しあわないことが大切です。特に階段で

は重大な事故につながります。 

 電車・バスに乗っているときに地震等災害に遭遇したら次のよ

うに対応します。 
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（ア）窓際から離れ、手すりや吊り皮につかまります。 

（イ）姿勢を低くして、バッグなどを頭と首筋にあて、網棚から

の落下物や急停車に備えます。 

（ウ）原則として係員の指示に従います。 

（エ）万が一火災が発生した時は、車両ごとに設置してある消火

器で初期消火に当たります。それでも煙が充満してきた場合

は、直ちに係員に知らせ、非常用手動扉開閉器を操作して外

に脱出します。 

 ただし火災が発生していないのに、あわてて非常用手動扉開閉

器を操作して外に飛び出すのは危険です。電車・バスと線路・道

路との段差はかなり高いので怪我をする恐れがあります。 

 また反対車線の列車や車が暴走してくる可能性もあります。地

下鉄などは運転席や車掌席の近くに非常用脱出タラップがつい

ていますので、いつも乗る電車であらかじめ確認しておきます。 

 

⑤エレベーター・エスカレーター               

 すべての階のボタンを押し、停止した階ですぐに降ります。そ

の際にエレベーターと床の「ずれ」が起きている場合もあるため、

あわてて飛びださないようにします。万が一ドアが開かなかった

場合は、あわてず非常呼び出しボタンを返答があるまで押し続け

ます。つながらない場合は落ち着いて笛やライトを利用して周囲

に知らせます。 

また携帯電話は多くで使用できるようになっていますのでエ

レ ベ ー タ ー の 操 作 板 に 書 い て あ る 電 話 番 号 に か け て エ レ ベ ー 

ター番号を伝えます。 

 最近のエレベーターは非常用ライトなどが装備されていたり、

ドアが透明になっていたりしています。 

 又エスカレーターは自動停止します。急な停止ではなく緩やか

に停止しますので、あわてないで上あるいは下に移動します。そ

の際余震などのことも考えてベルトは掴みます。 
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⑥地下街                           

 地下は地上に比べて揺れは小さいと思われます。壁や太い柱に

寄りかかり頭をカバンなどで保護します。揺れが収まったら係

員・管理者に従って避難します。停電になっても非常灯や音声（声）

での案内を落ち着いて聞き、避難します。 

 また外に通じる階段は基準で６０メートルごとに設置されて

います。地上では周囲を確認してから外に出ます。 

 

⑦デパートやスーパー                     

 多くの商品が陳列棚から落ちてきたり飛んできたりするので

できる限り離れ、壁や太い柱に寄りかかり頭をカバンなどで保護

します。 

 揺れが収まったら係員・管理者に従って避難します。その際に

指定の共有スペースや駐車場等へ誘導されますが、あわてず周囲

と協力して移動します。 

 

⑧ホール・劇場・映画館                   

 出入り口や足元などに段差があったり、狭かったりと構造上に

歩きにくい場合がありますので絶対に押しあわずに移動します。 
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